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写  真 

 

 

 

 
パイロットプラントの候補地であるボルジュセ

ドリア・テクノパーク 

テクノパークの近隣には、汚水を収集して下水

処理場に送るポンピングステーションがある 

  

  

テクノパークから 7km 離れた場所にある下水処

理場 
下水処理場の自動制御装置 
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Gabes にある GCT 肥料工場 
肥料工場の近隣には下水処理場があり、肥料工

場は再利用を検討している 

  

 

 

ガベスにある SanLucar Fruit S.L 

“5th season” 農場。広大な農地が余っている

が、水が不足していて耕作量が増やせない 

ヨーロッパに向けてトマトを輸出している 
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“5th season” 農場の近くにある地下水のク

ーリングタワー 

地下水の塩分濃度が高いため、逆浸透膜での脱

塩を施して使用している 
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要  旨 

 

 

＜第１章 対象国における当該開発課題の現状及びニーズの確認＞ 

 チュニジアは慢性的な水不足の状況に陥っており、今後地球温暖化や人口増加の影響を

受け水資源の持続可能性がさらに悪化する恐れがある。ONASも、このままでは 2030 年

を待たずにチュニジアの水資源の危機を迎える状況だと言及している。特に中部・南部

を中心に水量及び水質に問題が生じており、早急な水供給対策が求められている。 

 MA は、農作物に適した塩分濃度の低い水資源の確保を課題としており、新たな水資源の

開発に強いニーズを示している。また、MI は、工業用水の供給拡大に対して興味を示し

ている。都市下水高度処理水の利用については、農業用水・工業用水とも水質に問題が

なければ法整備を経て利用可能にすることができるという見解が MA、MIより得られた。 

 都市下水高度処理水の供給事業の運営については、収益の改善に繋がる期待があること

もあり、ONAS が前向きな姿勢を示している。 

 チュニジア政府は、水資源確保のための政策を打ち出している。SONEDEは飲料水として

の水資源確保のため海水淡水化を推進する方針であり、また SONEDE を含むチュニジア政

府機関も ONAS による廃水再利用に賛同している。  

 

＜第 2章 提案企業の製品・技術の活用可能性及び将来的な事業展開の見通し＞ 

 水処理ビジネスの世界では、海水淡水化事業の成長が予想されているが、それ以上に廃

水再利用事業で高い成長が見込まれている。水資源が不足している中東・アフリカ地域

では特に高い需要が見込まれる。 

 海水淡水化は宗教的制約・心理的抵抗が無く飲料水にも利用でき、利用可能な用途が広

い点で優れている。一方で、廃水再利用は海水淡水化に比べてランニングコストが抑え

られる点で優れている。 

 廃水再利用において、NPW は水関連の大企業と同等以上の技術を保有している。またグ

ローバル大企業でもアフリカで廃水再利用ビジネスを展開している例は現時点ではごく

稀であり、NPW のチュニジアへの展開可能性は充分にある。 

 NPW は、チュニジアでの ODA案件化による事業展開を皮切りに、アフリカ全土の水不足

地域へのビジネス展開を進める計画である。また、これによりアフリカにおける産業発

展、雇用創出に繋げることができる。 

 NPW は、特に RO膜を用いた都市下水高度処理水の提供に技術的優位があるため、高い水

質を求める工業用水ニーズ等に対して訴求する方針である。実際に、高価格であっても

高品質な工業用水を求めるという企業は確認されており、都市下水高度処理水の運営コ

ストに見合う価格での販売も実現可能性が高い。 

 NPW は、ONASと連携してビジネスモデルを構築する方針である。ONAS が下水処理に加え

て、新たに水供給機能の一部を担うこととなる。SONEDE はこのビジネスモデルに賛同し

ている。 
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＜第 3章 ODA 案件化による対象国における開発効果及び提案企業の事業展開効果＞ 

 既存の表流水・地下水以外の水資源開発、および水処理プラントの運営技術の向上が開

発課題となっているチュニジアにおいて、NPWの技術は極めて整合的である。 

 NPWは、RO膜をはじめとする機能膜を組み込んだ水処理プラントの設置・運営に関する

高度な技術を擁しているが、都市下水高度処理プラントを海外で設置・運営した実績が

ないため、チュニジア政府に対し NPWの運営能力を十分にデモンストレーションするこ

とができていない。また、チュニジアにおける都市下水高度処理水の品質・コストも実

証できていない。 

 ODA を活用したチュニジアでの都市下水高度処理パイロットプラントの設置・運営によ

り、NPW の技術力および都市下水高度処理水の有効性（品質・コスト）を実証すること

ができる。これにより、有償資金協力案件に繋げられる可能性が高まる。 

 NPW は、都市下水高度処理プラントのチュニジアでの設置・運営実績を梃子に、チュニ

ジア全土はもちろん、隣国等のアフリカ広域、また急速な経済発展により将来の水不足

が懸念される東南アジア等に対して事業を展開しやすくなる。 

 

＜第 4章 ODA 案件化の具体的提案＞ 

 フェーズ 1として ODA 案件により都市下水高度処理パイロットプラントを設置し、処理

水の水質や運営コストを検証することで、チュニジアにおける事業展開に必要な環境整

備を迅速に進めることを提案する。迅速な着手が可能な環境が整っているため、特例ス

キームでの実施を期待するが、通常の技術協力スキームでの実施も想定している。 

 チュニジアにおいて都市下水高度処理水の活用に向けた環境整備が進んだ後には、ODA

案件（有償資金協力）により商用プラントの設置に取り組み、チュニジアの水資源不足

を緩和することを提案する。 

 対チュニジア国別援助計画の内容と、上記の ODA 案件は方向性が一致している。 
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 都市下水高度処理パイロットプラントの設置（無償）・運営により、都市下水高度処理水の高水質を実証し、新
しい水資源として提案する。また、処理水の用途として太陽光発電を備えた植物工場の展開を検討する。

 有償資金協力により都市下水高度処理プラントを中南部広域に設置・運営し、水資源保全に貢献する。

企画書で提案されているODA事業及び期待される効果

 都市下水高度処理プラントの設置・運営により、チュニジア国およびアフリカ諸国でのビジ
ネス展開の足掛かりとする。

日本の中小企業のビジネス展開

＜案件化調査＞チュニジア国でのRO膜処理による都市下水高度処理および
処理水の農業用水への展開

1

 提 案 企 業 ：日本ピュアウォーター株式会社
 提案企業所在地：石川県金沢市駅西本町１－１－３４
 サイト ・ C/P機関：チュニス/ガベス、チュニジア下水公社（ONAS）

企業・サイト概要

 提案企業は、機能膜（逆浸透膜、ナノろ過膜、限
外ろ過膜、精密ろ過膜）技術を中心とし、水処理
にトータルに対応するエンジニアリング会社であ
る。

 提案企業は、機能膜処理プラントの運営について
は、グローバル大企業と同等以上の技術を保有
している。

 チュニジア国では、特に中部・南部において慢性
的な水不足の状況に陥っており、既存の表層水・
地下水の開発には限界が近づいている。

 農業水資源省は、農業用水としての新たな水資
源の開発に強い興味を示している。

 都市下水高度処理水の利用は、水質に問題がな
ければ農業・工業に利用可能という政府の見解
であり、将来の利用が求められている。

チュニジア国の開発課題 中小企業の技術・製品
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は じ め に 

 

 本調査の目的 

本調査の対象国であるチュニジア共和国（以下、チュニジア）は、古来より水資源が潤沢では

なく、また昨今の経済発展に伴い、水に対する需要が拡大している。近年、水供給を拡大するた

めのプラントが設置されているものの、優先的に飲用水として利用されていることを受け、水不

足が産業の成長を圧迫している。特に中部・南部においては、需要に対応できるだけの水源を十

分に確保できていない状態であり、今後の産業発展のため、水資源環境の抜本的改善が求められ

ている。 

一方、我が国における RO 膜を活用した水の高度処理技術は世界最高水準にあり、下水の RO 膜

処理技術も十分に確立されている。この本邦技術の活用により、都市下水を飲料水レベルにまで

浄化し再利用することが可能となっており、シンガポール等の各国において実用化されている。

本調査は、同技術を活用した都市下水高度処理プラントをチュニジアに導入することで、水資源

環境を改善し、開発課題の解決に資することを狙いとしている。 

 

本調査は、本邦中小企業が保有する技術を活用した ODA 案件の形成を目指して実施するもので

あり、水資源の不足に悩むチュニジアにおいて、RO膜を用いた都市下水高度処理プラントの設置・

運用に係る ODA 案件を形成することを目指している。具体的には、パイロットプラントの設置お

よび本格商用プラントの設置を ODA案件として実現することを想定している。 

 

これらの ODA 案件を実施することにより、大きく 3 つのメリットを創出することができると考

えられる。 

1 つめが、チュニジアへの裨益である。従来は排水していた水が、農業・工業に使用できる新

たな水資源となることから、水不足に悩むチュニジアにおける農業・工業の発展に寄与すること

ができる。また、都市下水高度処理事業の創出により、技術者をはじめとする新規雇用の創出に

寄与することができる。 

2 つめが、日本へのメリットである。ODA案件を通じ、本邦中小企業のチュニジアへの事業展開

を後押しすることが可能になる。また、チュニジアにおける本邦技術、ひいては日本のプレゼン

スの向上に繋げることができる。 

3 つめが、対外的波及効果である。チュニジアでの事業展開を橋頭堡とした、サブサハラを含

めたアフリカ諸国等への本邦技術の展開を促進することが可能になる。また、既存の水資源の活

用によって生じていたチュニジアでの諸問題の解決に資することも期待できる。例えば、塩分濃

度の高い既存の水資源を農業用水として活用することで生じていた農地への悪影響を緩和するこ

とで、農地の持続性を高めること等が想定される。 

 

このように、本調査を通じて形成を目指す ODA 案件は、チュニジアの開発課題の解決と、優れ

た技術を有する本邦中小企業の海外展開を両立するものであり、経済協力を通じた二国間関係の

強化や経済外交を一層推進することに寄与するものである。 
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 調査実施体制 

本調査は、「日本ピュアウォーター株式会社・アクセンチュア株式会社共同企業体」によって実

施した。また技術アドバイザーとして、東京大学、筑波大学、千葉大学より技術専門家 3 名がア

ドバイザーとして現地調査に参加した。 

 

表 1 調査実施体制 

担 当 氏 名 所 属 

業務主任者 種本 弘晃 日本ピュアウォーター株式会社 

調査担当者 横山 文郎 日本ピュアウォーター株式会社 

調査担当者 入田 啓輔 日本ピュアウォーター株式会社 

プロジェクトマネージャー 平林 潤 アクセンチュア株式会社 

調査担当者 朝山 絵美 アクセンチュア株式会社 

調査担当者 小田 麻奈美 アクセンチュア株式会社 

技術アドバイザー 鯉沼 秀臣 東京大学 

技術アドバイザー 中嶋 光敏 筑波大学 

技術アドバイザー 後藤 英司 千葉大学 

 

これらに加え、現地調査サポート（通訳等）として、チュニジアの ATLAS Consult S.A.R.L.の

協力を得た。 

 

 スケジュール 

本調査は、12 月 17 日から 3 月 1 日の約 2.5 ヵ月にて実施した。先ず、第 1 回現地調査におい

て、将来の案件化におけるカウンターパートと目されるチュニジア政府機関を中心に訪問し、「現

地協力体制の確立」を行った。並行して、「チュニジアの現状・ニーズ調査」および「技術活用・

事業展開可能性調査」を国内作業にて実施した。「技術活用・事業展開可能性調査」は 1 月も継続

して実施し、並行して「ODA 案件および事業展開の効果検証」を実施した。その後、第 2 回現地

調査では、「技術活用・事業展開可能性調査」および「ODA案件および事業展開の効果検証」のた

めに必要な情報を、現地の政府機関・企業等より収集した。その後、「ODA 案件化の具体的提案」

の作成を行った。2 月には、「ODA 案件化の具体的提案」 についてのブラッシュアップを行い、チ

ュニジア政府機関との調整を行った。調査スケジュールを図 2に示す。 
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図 2 調査スケジュール 

 

 

  

現地業務 国内作業

12月 1月 2月

チュニジア国側における
調査協力体制の確立

チュニジア国の現状・
ニーズ調査

技術活用・事業展開可能性
調査

ODA案件および事業展開の
効果検証

ODA案件化の具体的提案

レポート作成

提案作成

ドラフト・ファイナル ファイナル

現地での提案

第1回現地調査
12/17-12/25

第2回現地調査
1/9-1/19
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第1章  対象国における当該開発課題の現状及びニーズの確認 

1-1 対象国の政治・経済の概況 

 チュニジアの政治状況1 

チュニジアでは、1987 年に大統領に就任したベン・アリにより、2011 年までの 23 年にわたる

長期政権が続いた。ベン・アリ政権は、チュニジアの近代化・西欧化を推進することで安定的な

経済成長を達成してきたが、一方で、社会主義運動及びイスラム過激主義運動を弾圧することで

政治的安定を維持してきたため、政治的自由や複数政党制の導入等の民主化が課題となっていた。

また、言論・報道の自由、情報アクセスの制限、政府による検閲等、政府による人権の抑圧が指

摘される状況であった。 

そのような環境の下、2010 年 12 月にチュニジア中部・南部で発生した高い失業率や物価高騰

に対する抗議デモを機に、チュニジア各地で反政府デモが発生した。反政府デモ・暴動は急速な

拡大・深刻化を見せ、2011 年 1月にベン・アリ大統領は国外に退去した。 

 

革命の要因は、チュニジアにおける失業率の高さ、とりわけ教育水準の高い若者の失業率の高

さであったと考えられている。2009年の失業率は 13.3%であったが、失業者全体の 89.2%は 30歳

以下の若年層であった。また、年間 65,000 人といわれる大学卒業者の就職難は深刻で、卒業者全

体の 21.9%が職に就けない状態となっていた。 

革命後も失業率の高さは改善されておらず、2011年の失業率は 19%とさらに悪化している。2012

年は 17.6%とやや改善したものの、依然として高い水準となっている。 

 

                             
1 MOFA「チュニジア共和国基礎データ」、世界銀行「Tunisia Overview」、経済産業省「マグレブ 3

カ国の経済・貿易・投資（チュニジア）」、BBC news「Tunisia Prime Minister Hamadi Jebali resigns

（2/19, 2013）」 
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図 1-1 チュニジアの失業率（2012年以降は予測値）1 

 

暫定政府は、抜本的な政治改革、および経済の立て直しを最重要の優先課題に掲げている。ま

た、大学卒業者の失業問題解決に向けた雇用創出も最大の課題として取組む意向を表明している。

加えて、GDP の 6-7%を占める観光業が一連の騒動で大きな痛手を受けたため、観光業の立て直し

も暫定政府の重要課題となっている。 

 

MDRP も大規模な雇用創出に取り組む意向を示しており、大卒資格保有者の雇用対策として、高

度なテクノロジー関連業務等、高付加価値な雇用の創出を重視している。重点産業としてもテク

ノロジー産業等を挙げ、これらの産業に対する内外からの投資を誘引していく方針である。また、

チュニジアが現在移行期にあることを踏まえ、長期的な成長戦略についての重要な意思決定を行

っていくべき時期であるとし、地域間の公平性および社会的公平性の担保、またバランスの良い

持続可能な成長の実現を目指すとしている。2 

 

今後に向けては、2013年の中盤に大統領選挙と国会議員選挙が予定されている。但し 2013年 2

月現在では新憲法制定スケジュールも不明確であり、2013年中盤の選挙実施は非常に困難な見込

みである。加えて、2013 年 2月に左派野党の党首が何者かに襲撃され、死亡する事件が発生した

ことが引き金となり、政府への批判が高まり再度デモ活動が活発化した。これを受けジェバリ首

相は、テクノクラートで構成する挙国一致内閣の早期設置を試みたが、党内で合意に達せず、辞

任することとなった。 

 

                             
1 IMF「World Economic Outlook Database（2012.10）」 
2 MDRP ヒアリング 
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 チュニジアの経済状況1 

チュニジアは、ベン・アリ政権下で着実な経済発展を遂げ、GDP は年率 5％程度の安定した成長

を継続してきた。この間、国民所得も順調に増加し続け、2011 年時点のチュニジアの貧困層の割

合は約 7%と北アフリカ地域でも最も低い水準となっている。世界的な経済不況に見舞われた 2009

年も、実質 GDPは前年比 3.1%増と、堅調といえる水準であった。物価も上昇を続けており、2001

年から 2011年までの 10年間の年平均成長率は 3.5％であった。 

ところが、2011 年は労働争議や道路封鎖が頻発し、企業の生産活動に支障をきたす事態が多数

見られるなど、チュニジア経済は停滞することとなった。政変の影響による外国人観光客、新規

投資の減少等の影響を受け、実質 GDPは前年比 1.8%減となった。 

しかし、2012年の実質 GDP は前年比 2.7%増(予測値)と既に回復が見込まれており、IMF の 2012

年 10 月時点の予測では、2013 年は同 3.3%、2014 年は同 4.1%の成長が見込まれている。 

 

 
図 1-2 チュニジアにおける実質 GDPの変遷（2012年以降は予測値）2 

 

                             
1 MOFA「チュニジア共和国基礎データ」、世界銀行「Tunisia Overview」、IMF「World Economic Outlook 

Database」、経済産業省「マグレブ 3 カ国の経済・貿易・投資（チュニジア）、FIPA-Tunisia「New 

Tunisia, new opportunities（2011）」、National Institute of Statistics(Tunisia)、WB「World 

Development Indicators」 
2 IMF「World Economic Outlook Database（2012.10）」 
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図 1-3 チュニジア消費者物価指数の変遷1（2005年=100、2012年以降は予測値） 

 

チュニジアの産業構造別の成長性を見ると、第二次・第三次産業が大きな成長を遂げている。

2011 年の GDP の産業別内訳で最も多くを占める第三次産業では、観光業・情報通信業の割合が大

きい。第二次産業では、繊維、機械部品、電機部品、リン鉱石、食品加工等の分野に強みがある。

第一次産業の主要産業である農業は、小麦・大麦・柑橘類・オリーブ等の生産を行っている。 

 

 
図 1-4 チュニジアにおける産業別付加価値額の推移2 

 

                             
1 IMF「World Economic Outlook Database（2012.10）」 
2 WB「World Development Indicators」2000年を基準として物価の変動を除去している 
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図 1-5 チュニジアの GDP 構成比（2011 年）1 

 

なお暫定政府は、最大の課題としている雇用創出のため、様々な経済振興施策を打ち出してい

る。特に、産業を発展させるためのインフラ整備、および海外直接投資誘致のための様々な優遇

政策を導入している。 

 

＜産業振興のためのインフラ整備＞ 

 チュニジアの産業振興のため、テクノパークを建設して研究機関や企業の受け入れを行

っている。現在までに稼働中のテクノパークが 10件、建設中のテクノパークが 4件ある

が、今後は国内 24 県の全てにテクノパークを設置する予定である2。 

 全国で 100か所以上の工業団地が作られ、FIPAは今後も工業団地を増設する計画をもっ

ている。 

   

＜海外直接投資促進政策＞ 

 欧州を中心とした外国企業からの直接投資が多く見られる。2009年時点で約 3,000 の外

資企業、または外資企業との合弁企業がチュニジアにおいて操業している。3 

 輸出による収入等の免税、優先開発地域のプロジェクトに対する補助金の交付・雇用者

負担分社会保険料の国庫負担・インフラ費用の一部の国庫負担等の投資優遇策を設けて

いる。 

 

1-2 対象国の対象分野における開発課題の現状 

                             
1 National Institute of Statistics(Tunisia) 
2 MI ヒアリング 
3 FIPA(2009) 
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 チュニジアにおける水の利用状況 

チュニジアにおける 1 人あたり水資源量は 485m3（2005 年）、1 人あたり年間水使用量は 414m3

（2005 年）となっている1。UNは、1人あたりの水資源量が 1,000m3 を下回る状態を「水不足」で

あると定義し、500m3 を下回る状態を「絶対的水不足」としている2。 つまり、チュニジアの水不

足は「絶対的水不足」の範疇に入る深刻な状況である。 

 

 

図 1-6 チュニジアの 1人あたり水資源量・年間水使用量3 

 

また将来に向けては、地球温暖化や人口増加の影響を受け水資源の持続可能性がさらに悪化す

る懸念が指摘されている。既存の表流水・地下水だけでは、近い将来に必要な水資源の供給量を

賄うことができなくという予測もある。ONAS をはじめとするチュニジア政府機関においても、現

状のままでは 2030 年を待たずにチュニジアの水資源は危機を迎えるという意識を持っており、新

たな水資源の確保はチュニジアにおける喫緊の課題と位置づけられている。 

 

次に、水質別の総水使用量を検証する。チュニジアにおける水資源の水質は、塩分濃度の高さ

が大きな課題となっているが、WHOが定める水質に関する国際基準では、飲料水は 1g/l 以下が許

容範囲とされている4。また日本水フォーラムによると、農業用水は 1.5g/l 以下が望ましいとさ

                             
1 WB「TUN_Country_MetaData_en_EXCEL」、UN「Food and Agriculture Organization of the United 

Nations(2007)」Evolution institutionnelle et réglementaire「Direction générale du génie 

rural et de l’exploitation des eaux, ministère de l’Agriculture et des Ressources 

hydrauliques, Tunisie」 
2 UN「Water scarcity」 
3 DGRE「Annuaire de l‘exploitation des nappes profondes(2005)」 
4 WHO「Total dissolved solids in Drinking-water(2003)」 

0

100

200

300

400

500

600

水資源量 水使用量
（2005）

1,000 あるべき
水資源量

515m3

不足

［m3］

485

414

【凡例】

地下水（浅）

表層水

地下水（深）



 
   

 

21 

れている1。しかし、チュニジアの総水使用量における塩分濃度 1.5g/l 未満の水は 47%に過ぎず、

塩分濃度が 1.5g/l 以上の水も農業・飲料に活用されているのが現状である。 

 

 
図 1-7 チュニジアにおける水の使用量 

 

以下、図 1-7に示した「チュニジアにおける水の使用量」の算出方法を示す。表内の青字は引

用した値、赤字は算出した値、黒字は前項以前で算出済みの値を表す。 

 

＜使用したデータ＞ 

 [A]浅い地下水の水使用量、水質別資源量：DGRE「Annuaire de l'exploitation des nappes 

phéeratiques」(2005) 

 [B] 浅い地下水の用途：FAO「Groundwater Management in Tunisia」(2009) 

 [C] 深い地下水の水質別・利用用途別使用量：DGRE「Annuaire de l'exploitation des 

nappes profondes」(2005) 

 [D] 表流水利用量：DGRE「Gestion des ressources en eau en Tunisie」(2007) 

 [E] 水資源の利用用途割合：[D]と同出典 

                             
1 日本水フォーラムヒアリング 
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 [F] 表流水の水質割合：「Mamou,A Économie et valorisation de l’eau en Tunisie」 

(2000) 

 

＜算出方法＞ 

 ①浅い地下水の水質別水使用量を算出する。 

- [A]の浅い地下水の使用量（808 百万 m3）を、[A]の水質別水資源量による水質別比

率に基づき按分し、浅い地下水の水質別使用量を算出 

- [B]に「浅い地下水は全て農業用水として利用している」とあり、浅い地下水の利用

用途は農業利用と推定 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計(百万 m3) 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

浅い地下水の使用量[A] 17 80 485 225 808 

水質別水資源量[A] 16 74 447 208 745 

 

 ②深い地下水の利用用途別使用量を算出する。 

- [C]の深い地下水の水質別・利用用途別使用量を使用 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計(百万 m3) 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

深い地下水の 

使用量[C] 

農業 147 582 128 13 870 

飲料 108 68 24 12 212 

工業 10 10 13 25 58 

観光 0 1 0 2 3 

 

 ③浅い地下水の使用量（①）と深い地下水の使用量（②）を合算する（農業のみ）。 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計(百万 m3) 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

地下水の 

使用量 

農業 164 662 613 239 1,678 

飲料 108 68 24 12 212 

工業 10 10 13 25 58 

観光 0 1 0 2 3 

 

 ④表流水の利用用途別使用量を算出する。 

- ③の結果と[D]の表流水の使用量（合計）を合算し、水資源総使用量を算出 

- [E]の水資源の利用用途割合で水資源総使用量を用途別に按分 

- 用途別の水資源総使用量から地下水の用途別使用量を減算し、表流水の用途別使用

量を算出 
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項目 
利用用途別水量（百万 m3） 計 

(百万 m3) 農業 飲料 工業 観光 

地下水の使用量 1,677 212 58 3 1,950 

表流水の使用量[D] 1,470 612 53 5 2,140 

水資源総使用量 3,147 824 111 8 4,090 

水資源の利用用途割合[E] 77.0% 20.1% 2.7% 0.2% 100.0% 

 

 ⑤利用用途毎に表流水の水質別使用量を計算する。 

- [F]の表流水の水質割合を適用 

- ④で算出した表流水の用途別使用量を、 

- の水質割合で按分（観光用水について各水質別の量の総和が計と一致しないしてい

ないのは各項目の小数点 1 桁を四捨五入しているため） 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量割合（%） 

計（%） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

表流水の水質割合[F] 74% 24% 2% 0% 100% 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計(百万 m3) 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

表流水の 

使用量 

農業 1,088 353 29 0 1,470 

飲料 453 147 12 0 612 

工業 39 13 1 0 53 

観光 3 1 0 0 5 

 

 ⑥利用用途別・水質別の総水使用量を集計する。 

- ③と⑤を合算（観光用水について各水質別の量の総和が計と一致しないしていない

のは各項目の小数点 1桁を四捨五入しているため） 

 

項目 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計(百万 m3) 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

農業 

地下水 164 662 613 239 1,677 

表流水 1,088 353 29 0 1,470 

合計 1,252 1,015 642 239 3,148 

飲料 

地下水 108 68 24 12 212 

表流水 453 147 12 0 612 

合計 561 215 36 12 824 

工業 
地下水 10 10 13 25 58 

表流水 39 13 1 0 53 
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合計 49 23 14 25 111 

観光 

地下水 0 1 0 2 3 

表流水 3 1 0 0 5 

合計 3 2 0 2 8 

 

 用途別の水資源に関する現状 

チュニジアにおける水資源の課題は、水の用途によって異なる。農業・飲料・工業における水

資源に関する個別の課題を以下に示す。 

 

＜農業用水＞ 

 チュニジアは経済的基盤を農業に大きく依拠しているが、農業用水が不足していること

から、品質の低い水の農業利用を余儀なくされている。前述のとおり日本水フォーラム

が「農業用水は塩分濃度 1.5g/l 以下が望ましい」とする中で、チュニジアの農業用水の

約 59%が塩分濃度 1.5g/l 以上という状況にある。水質が低く塩分濃度の高い水による灌

漑を長期継続すると、農地が枯れてしまい作物が育たなくなる懸念が強くある。 

 

 

図 1-8 農業用水の水質別内訳（図 1-7の一部抜粋） 

 

＜飲料水＞ 

 都市部の飲料水の供給率は 90%程度まで達していると言われているが、水質が低い水を

供給している地域は未だ多数存在し、衛生上の問題が生じている。前述の通り WHO が「飲

料水として許容できる塩分濃度は 1g/l以下」とする中で、チュニジアの飲料水の約 32%

が塩分濃度 1.5g/l 以上であり、1g/lを超える飲料水は更に多い状況にある。 
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図 1-9 飲料水の水質別内訳（図 1-7の一部抜粋） 

 

 飲料水水質の低い水の飲用による健康リスクとしては、病原細菌、ウイルスおよび寄生

虫（原虫および蠕虫類など）によって引き起こされる感染症が最も一般的なものである。

水供給の安全性（水源、処理、および配水）が損なわれると大規模な汚染のおそれが生

じ、感染流行が顕在化する事態となることがある。場合によっては、潜在的に繰り返さ

れる低レベルの水汚染が、重大な疾病につながる危険性があるとされている。1 

 

＜工業用水＞ 

 チュニジアでは水資源の供給先は飲料が優先されるため、工業用水に割り当てられる水

の量が少ない。特に中部・南部では、工業用水の利用を制限する狙いから、飲料水に比

べて高価での購入を義務付けられており、工業の成長を圧迫している。今後、飲料水需

要の増加に伴い、工業用水の確保はますます困難になることが予想されている。 

 既存の工場は比較的水資源を確保しやすい立地にあることが多く、水量に関する需要は

現時点では必ずしも顕在化していないが、将来に向けた対応は不可欠とされている。 

 経済成長ならびに雇用確保を狙いとして、政府は農業だけでなく工業の振興にも力を入

れているが、チュニジアの工業用水のうち約 56%が塩分濃度 1.5g/l と飲料や農業にも適

さないレベルであり、高品質な工業用水を豊富に確保することが困難な状況である。 

 

 

図 1-10 工業用水の水質別内訳（図 1-7 の一部抜粋） 

                             
1 WHO「Guidelines for drinking-water quality(2011)」 
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またチュニジアでは、廃水による汚染の問題も顕在化している。チュニジアでは、廃水・廃棄

物の処理に関する法律は定められている。しかしチュニジアの工場では、水質基準をはるかに上

回る汚染廃水を、あるいは汚染廃棄物を混ぜた水を海へ垂れ流している例があると ONAS が指摘し

ている。 

 

 地域別の水資源に関する現状 

チュニジアでは、北部・中部・南部のそれぞれで大きく水資源の状況が異なる。 

まず北部は、チュニジアの中では水資源が豊富とされているが、1 人あたり水資源量は 554m3

となっており、UNが定める「あるべき水資源量」である 1,000m3 には全く届いていない。中部・

南部に比べると水資源の絶対量は豊富であるが、人口が多いため 1 人あたり水資源量は南部より

も少なくなる。但し、塩分濃度 1.5g/l 未満の質の高い水資源に限定すると、1人あたり水資源量

は中部・南部に比べ大幅に豊富である。水資源にかかる問題の程度は相対的に低いと言える。 

中部は、1 人あたり水資源量でみると、最も少ない 239m3 となっている。水資源量が限られて

いる上に、チュニジアの人口の 1/3 強を抱えていることから、極めて水が不足している状況にあ

る。塩分濃度 1.5g/l 未満の質の高い水資源量も極めて不足しており、あらゆる用途の水資源が不

足している。 

南部は、中部と同様に水資源量が限られた地域であるが、人口が少ないため 1 人あたり水資源

量は大きくなる。但し、塩分濃度 1.5g/l 未満の質の高い水資源量は不足しており、質の高い水資

源の確保が求められていることは中部と同様である。 

 

 
図 1-11 地域別の水に関するニーズ 
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以下、図 1-11 に示した「チュニジアにおける水の使用量」の算出方法を示す。表内の青字は

引用した値、赤字は算出した値、黒字は前項以前で算出済みの値を表す。 

 

＜使用したデータ＞ 

 [A] 表流水の地域別水資源量、河川毎の水質検出結果：Kallel「La situation 

pluviométrique et hydrologique en Tunisie, Direction Générale des Ressources en 

Eau」(1995) 

 [B] 表流水の引水可能量：[A]と同出典 

 [C] 深い地下水の県別水資源量、地域別・利用用途別の使用量割合：DGRE「Annuaire de 

l'exploitation des nappes profondes」(2005) 

 [D] 深い地下水の利用用途別・水質別使用量：[C]と同出典 

 [E] 浅い地下水の地域別・水質別水資源量：DGRE「Annuaire de l'exploitation des nappes 

phéeratiques」(2005) 

 [F] 地域別人口：National Institute of Statistics(Tunisia) 

 

＜算出方法＞ 

 ①表流水の地域別、水質別水資源量を算出する。 

- [A]の表流水の地域別水資源量を、[A]の河川毎の水質検出結果に基づき按分 

 

分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（百万 m3） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

北部 1,504 595 91 0 2,190 

中部 0 129 191 0 320 

南部 47 0 143 0 190 

計 1,550 725 425 0 2,700 

 

 ②表流水の地域別水資源量を、引水可能水資源量に置換する。 

- [B]の引水可能水資源量（2,500 百万 m3）と、①の総水資源量（2,700百万 m3）の比

率が 92.6%であることを踏まえ、①に 92.6%を乗算 

 

分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（百万 m3） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

北部 1,392 551 84 0 2,028 

中部 0 120 177 0 296 

南部 43 0 133 0 176 

計 1,436 671 393 0 2,500 

 

 ③深い地下水の地域別・想定利用用途別水資源量を算出する。 
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- [C]の深い地下水の県別水資源量を集計し、地域別深い地下水の水資源量合計を算出

（北部は 306m3） 

- [C]の地域別・利用用途別の使用量割合に基づき、地域別水資源量を用途毎に按分（下

図は北部の例。中部、南部も同様に算出） 

 

＜北部の例＞ 

分類 
深い地下水の水資源量[C] 

（百万 m3） 

用途比率[C] 

（%） 

農業 196 64% 

飲料 100 33% 

工業 9 3% 

旅行 1 0% 

計 306 100% 

 

 ④深い地下水の地域別・水質別水資源量を算出する。 

- [D]の深い地下水のチュニジア全域における利用用途別・水質別使用量割合に基づき、

③の各地域における利用用途別水使用量を水質別に按分（下図は北部の例。中部、

南部も同様に算出） 

 

分類 
水質（塩分濃度）別水量割合（%） 

計（%） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

農業 16.9% 67.0% 14.7% 1.4% 100% 

飲料 51.0% 32.3% 11.3% 5.4% 100% 

工業 17.3% 16.8% 22.6% 43.4% 100% 

旅行 2.9% 37.1% 2.9% 57.1% 100% 

 

＜北部の例＞ 

分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（%） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

農業 33 131 29 3 196 

飲料 51 32 11 5 100 

工業 2 2 2 4 9 

旅行 0 0 0 1 1 

 

 ⑤浅い地下水の地域別・水質別水資源量を算出する。 

- [E]の浅い地下水の地域別・水質別水資源量を適用（北部・中部・南部の小計の総和

が総計と一致しないしていないのは各項目の小数点 1桁を四捨五入しているため） 
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分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（百万 m3） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

北部 6 20 293 53 372 

中部 10 45 148 48 251 

南部 0 9 7 108 124 

計 16 74 448 208 746 

 

 ⑥2005 年度地域別人口を算出 

- [F]の県別人口推定（2007 年）から地域別人口を算出 

- 2007年のチュニジア全人口に対する 2005年の同人口の比率を各地域別人口に乗じ、

2005 年の地域別人口を算出 

 

 2007 2005 

北部 4,987 4,881 

中部 3,744 3,664 

南部 1,516 1,484 

計 10,247 10.029 

 100% 97.9% 

 

 ⑦地域別・水質別一人当たり水資源量を算出 

- ②、④、⑤を合算 

- 水質別水資源量を⑥の地域別人口で除算 

 

＜北部の例＞ 

分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（百万 m3） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

表流水 1,392 551 84 0 2,028 

深い地下水 86 166 42 13 306 

浅い地下水 6 20 293 53 372 

計 1,484 737 419 66 2,706 

 

分類 
水質（塩分濃度）別水量（百万 m3） 

計（百万 m3） 
-1.5 1.5-3.0 3.0-5.0 5.0- 

1人あたり 

水資源量 
304 151 86 13 554 

 

 水関連政府機関のニーズ 

本調査の狙いである、チュニジアにおける都市下水高度処理水の利用に向けて、チュニジアの
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水関連の政府機関における水に対するニーズを把握するため、下水関連機関として ONAS および管

轄省の ME、上水関連機関として SONEDE および管轄省の MAを対象として現状認識を調査した。い

ずれも、チュニジアにおける水資源の状況は厳しいものであり、都市下水高度処理水をチュニジ

アで利用することには前向きな姿勢を示した。 

 

＜ONAS＞ 

 ONASは、チュニジアで農業用水および工業用水が不足している状況を踏まえ、都市下水

高度処理水を農業用水あるいは工業用水として供給・販売する事業に対し強い興味を示

している。 

 ONASは、都市下水高度処理水を MA（農業用水）および各企業の工場（工業用水）に対し

て販売するビジネスモデルを構築したいと考えている。都市下水高度処理水の販売は

ONASの新たな収益機会にも繋がるため、ONAS の経営状況の改善にも資するものとして期

待している。 

 

＜ME＞ 

 ME も ONAS と同様に、農業用水および工業用水の需要に応えるため、都市下水高度処理

水の供給・販売事業に取り組むべきだと考えている。 

 ME は、投資対効果の明確化が事業化に向けた要件と考えている。 

 

＜SONEDE＞ 

 SONEDE は、チュニジアで増え続けている飲料水・工業用水の需要に応えるため、水供給

事業の拡大を目指している。 

 都市下水高度処理水の飲料水への利用は、宗教的制約や心理的な抵抗感から難しいため、

SONEDE は飲料水の確保のために海水淡水化事業を推進する方針である。 

 現状も下水処理水（二次処理後）を利用している農業用水はもちろん、現在は下水処理

水を基本的に利用していない工業用水についても、都市下水高度処理水の利用が進み、

既存水資源の保全に繋がることは歓迎する意向を SONEDE は示しており、ONASが都市下

水高度処理水の供給・販売事業に取り組むことには賛成している。  

 

＜MA＞ 

 塩分濃度の低い水資源の開発により農業用水として持続可能な水資源を供給することは

急務であり、都市下水高度処理水の水質が高いことが確認できれば、農業利用を推進し

たい意向を MAは示している。 

 

1-3 対象国の対象分野の関連計画、政策及び法制度 

 水分野に関する政策および今後の展開 

チュニジア全土、特にチュニジア中部・南部において水資源が不足している状況に基づき、MA

では「すべての地域に水を供給する」という政策目標を打ち出している。これを踏まえ、SONEDE

では従来以上の水資源の確保に取り組む方針を明確にしている。更に MDRP は、現在 SONEDE が着
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手している海水淡水化の推進に加え、廃水再利用についても推進すべきという方針を打ち出して

いる。 

 

＜水供給に関する政策＞ 

 全ての地域に水を供給する。1 

 

＜水供給に関する政策を踏まえた SONEDE の計画＞2 

 各地で多様な水供給源を得る。 

 浄水施設の能力を強化する。 

 原水と浄水の貯蔵可能量を増やす。 

 地域間の水資源のやりとりを強化する。 

 今後の需要増加に備え、沿岸地域で海水淡水化施設を建設する。 

 

＜水供給に関する MDRP の方針＞ 

 あらゆる方法で水資源の確保を進めるため、海水淡水化だけでなく廃水再利用も推進す

べきである。 

 

また、水資源の保全強化による水供給の拡張のため、MA では海水淡水化や廃水再利用の推進、

および節水を強化する政策を打ち出している。SONEDE の方針はこの政策に準拠している。都市下

水高度処理水の利用は、政策の方向性と一致していると言える。 

 

＜水資源の保全に関する政策＞ 

 2030 年までに各セクターで 30%の節水をする。1 

 2030 年までに海水淡水化や廃水再利用によって、水需要の 7％を満たす。1 

 2010 年から 2014 年にかけて、水資源保全を含む環境保護のために、GDPの 1.25%を充て

る。3 

 

＜水資源の保全に関する政策を踏まえた SONEDE の方針＞2 

 水資源保全装置導入の義務化 

 新規建造物における屋上貯水池の設置 

 工業廃水の工業用水としての利用 

 沿岸部の観光用水需要のための海水淡水化プラント建設 

 自動車洗浄機等の節水につながる機械の利用 

 建物内水システムの再利用の可否での分離 

 

                             
1 MA「Stratégie du secteur de l’eau en Tunisie à long terme 2030 (1998)」 
2 Mosbah Helali 「DRINKING WATER IN TUNISIA ： PRESENT, PROSPECTS AND CHALLENGES(2010)」 
3 Republic of Tunisia 「Twelfth Socio-Economic Development Plan for the 2010-2014(2010)」 
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なお、ONAS は 2012 年において全下水処理水量の 24%にあたる、約 6,000 万 m3 の下水処理水を

灌漑用水として供給してきた。残りの約 1 億 9,000m3 の下水処理水は海へ放出しているが、現在

の ONAS の下水処理水の水質レベルは低く、海洋汚染や魚への悪環境に繋がっていると ONAS が指

摘している。ONAS の下水処理水を再利用し、より水質の高い水を創りだすことは、現状の環境汚

染を軽減することに繋がり、環境保全の観点からも MA、ME、SONEDE などが推奨している。 

 

 水分野に関する法制度 

チュニジアにおいて、都市下水高度処理水を農業あるいは工業に利用するためには、法制度に

関する対応が必要な状況にある。 

 

まず農業用水としての利用について検証する。MA によると、現在はオリーブ、ヤシ、ザクロ、

飼料用作物等の一部の作物に対する灌漑用以外では、下水処理水の利用が法律により禁止されて

いる。従って、これら以外の植物の栽培に下水処理水を用いるためには法制度の改訂が必要であ

る。但し、従来灌漑に用いられてきた下水処理水は、都市下水高度処理水に比べ水質が低い二次

処理後の下水処理水であり、水質の低い下水処理水のみを想定範囲とした上で、あらゆる下水処

理水を対象に禁止措置を取った経緯がある。つまり、都市下水高度処理水のような水質の高い下

水処理水は従来の法制度では想定外であり、都市下水高度処理水の水質が高いことが科学的示せ

れば法制度の改訂は可能という MAの見解が得られている。 

上記以外の植物の栽培に都市下水高度処理水を利用するためには、以下 2 つの方法のいずれか

が考えられる。1 つは法制度の改訂である。現在下水処理水の利用が許可されていない植物への

利用を可能にするためには、MI傘下の INNORPI で議論した上で、各省からの承認を得る必要があ

る。関係機関が多岐にわたり、調整に長い時間を要することが懸念される。もう 1つの方法が「特

例措置」での実施である。例えば都市下水高度処理パイロットプラント等の限定された範囲のみ

での利用であれば、関係省のみ（MAおよび ME）の承認により特例での実施が可能であることが確

認できている。 

都市下水高度処理水の利用を農業に展開する上では、先ず「特例措置」の下で迅速に第一歩と

なるパイロットプラントの設置・運営に踏み出し、パイロットプラントでの実証結果を活用しな

がら法制度改訂のための働きかけを継続的に行っていくことが適切であると考えられる。 

 

次に、工業用水の利用について検証する。これまで、下水処理水の工業用水としての利用は基

本的には無かったため、関連する法制度が整備されていない。従って、都市下水高度処理水を工

業用水として利用するためには、水質基準等を定めた新たな法制度の制定が必要である。なお、

「特例措置」は工業利用でも農業と同様に可能性があり、この場合関係省は ME および MI の承認

により実施が可能である。 

都市下水高度処理水の利用を工業に展開する上でも、農業と同様に、「特例措置」の下で開始し、

パイロットプラントでの実証結果を活用しながら法制度改訂のための働きかけを継続的に行って

いくことが適切であると考えられる。 

 

都市下水高度処理水の利用に関する法制度は上記のとおりである。一方、国によっては水関連
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ビジネスへの民間企業の参入を規制する法規制が存在するが、チュニジアでは民間企業の参入に

関する法規制はない。ONAS 業務について規定した法律が 2004 年に改訂されたことで、出資、施

設の建設、施設運営業務等を民間企業に委託することが可能となった。1 

 

1-4 対象国の対象分野の ODA 事業の事例分析および他ドナーの分析 

 JICA の ODA事業一覧 

JICA は、これまでに水資源に関する非常に多数の ODA 事業に取り組んできた。上水、下水の整

備をはじめ、ダムや排水路、灌漑等にも関わる多様な取り組みが実施されているが、ここでは上

水関連と下水関連に着目して分析を行う。 

 

これまでの上水に関するプロジェクトの多くは、表流水や地下水などの水資源を活用し、給水

環境が整っていない地域に給水環境を整備するものであり、これがチュニジアにおける都市部の

飲料水の供給率を 90%まで高めることに大きく貢献したことは疑いの余地がない。しかし、都市

部の飲料水の供給率が向上した今後は、給水環境をさらに整備し続けることよりは、将来の水資

源の危機に対処するための新たな水資源の開発にニーズがシフトしてくるのではないかと考えら

れる。過去には、JICAでも下水処理水の農業利用に関するプロジェクトを実施しているが、この

ようなものを含め、さらに品質の高い新たな水資源を確保する取り組みに需要が高まるものと想

定される。 

 

下水に関するプロジェクトは上水に比べると数は多くないが、JICAの協力により確実にチュニ

ジアの下水環境が整えられていることは、過去案件からも ONAS のコメントからも明らかである。

このことは、JICA が下水に関する新たな取り組みを進める上で大きなプラス要因と考えられる。

本調査の先に想定している都市下水高度処理の取り組みは、ONAS はじめ下水関連機関との強固な

連携が不可欠であるが、そのために必要な環境はこれまでの JICA の実績をもって充分に整えられ

ており、プロジェクトを推進しやすい状況となっている。 

 

表 1-1 JICAの ODA案件一覧 

プロジェクト名 概要 地域 年度 
援助 

種別 

金額 

（億円） 

地方都市給水網整

備計画 

全国地方都市における老朽化

した給水網の改修・拡張 

チュニジア全国の地方

都市 

2011 有償 60.9  

南部地下水淡水化

計画 

南部都市における逆浸透膜を

使った地下水淡水化プラント

の建設 

チュニジア南部の都市

ベン・ゲルデン地区 

2009 無償 10.0  

チュニス大都市圏 都市化や人口増加が見込まれ セジュミ湖からメリア 2007 有償 68.8  

                             
1 WB 「Republic of Tunisia Water and Sanitation Strategy(2009)」 
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洪水制御計画 るチュニス大都市圏における

排水路の整備 

ン河、及びチュニス大都

市圏の西部 

ジェンドゥーバ地

方給水計画 

国内で最も給水率の低い北西

部地域における給水施設の整

備 

北西部地域 2006 有償 54.1  

南部オアシス節水

農業支援計画 

効率的な水資源利用が行われ

ていない南部地域における末

端水路・排水路施設の整備 

南部地域 2006 有償 52.6  

メジェルダ川総合

流域水管理計画 

メジェルダ川流域を対象にお

ける、洪水被害、自然状況等の

把握、洪水の予防、軽減策に重

点を置いた総合的な流域水管

理計画の作成 

メジェルダ川流域 2006 技協 3.0  

太陽光地方電化・

給水計画 

南部乾燥地域の井戸約 60か所

への太陽光発電設備、揚水ポン

プ及び脱塩装置の設置、僻地農

村地域の約500戸に対する太陽

光発電設備の設置、およびこれ

らに関するコンサルティン

グ・サービス 

南部乾燥地域、僻地農村

地域 

2005 有償 17.3  

北部地域導水計画 チュニジア北部の水源からチ

ュニス都市圏までを結ぶ導水

管の敷設およびポンプ施設の

増設 

チュニス都市圏 2003 有償 80.3  

地方給水計画（Ⅱ） 約 100の貧困郡を対象にした、

地方給水施設建設（一部改修を

含む）、および関連機材調達（ポ

ンプ、配水管等） 

約 100の貧困郡 2002 有償 45.0  

地方給水計画 給水率の低い地方部における

小規模給水インフラの整備 

チュニジア全国の地方

部。国内 17県が対象 

1999 有償 33.5 

処理済下水利用 国内 10地域における処理済下

水の貯水施設、ポンプ場、調整

用貯水施設、送水・灌漑配水管

の整備 

チュニジア全国 10地域

（ビゼルト、メンゼルブ

ルギバ、ベジャ、メンジ

ェ・エル・バブ、ジェン

ドゥバ、ナブール、シリ

アナ、ムサケン、ジェル

バ・アジール、メドニン） 

1998 有償 17.1  

水資源管理計画 チュニジア北西・中部各県にお

ける小規模な多目的ダム（地下

チュニジア北西・中部の

シリアナ(9か所)、ケフ

1998 有償 71.8  
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水人工涵養、灌漑、洪水防御、

土壌流亡防止等）及び主要灌漑

水路の建設、および植林、ダム

の浚渫、渫土の農地への還元等

の流域管理 

（2か所）、ベジャ（4

か所）、ザグアン（4か

所）、スース（1か所）、

ナブール（1か所）、ジ

ェンドゥーバ（1か所） 

バルバラ灌漑事業 首都チュニスの北西に位置す

るジャンドゥーバ県における

2,070haの農地の灌漑 

ジャンドゥーバ県バル

バラにあるフェルナナ

およびハマン・ブルギバ 

1997 有償 19.1 

都市洪水対策計画 洪水の危険性の高いチュニス

北部アリアナ地区およびケル

アン市周辺の対象河川流域に

おける、排水路、調整池、転流

路および堤防等の整備 

チュニス北部アリアナ

地区およびケルアン市

周辺の対象河川流域 

1997 有償 31.3  

4都市下水整備事

業 

下水道整備ニーズの高い 4 都

市における、新規下水処理場の

建設、下水管の敷設・修復 

スファックス、ケビリ、

ドゥズ、ズリバの 4 都

市 

1996 有償 63.8 

南部オアシス地域

灌漑事業 

チュニジア南部4県のオアシス

における、灌漑用末端土水路の

改修、排水路の整備 

ガベス、ガフサ、ケビリ、

トゥズール各県のオア

シス 

1996 有償 81 

グベラート灌漑計

画 

首都チュニスの西方約 70kmに

位置するベジャ県グベラート

の農地 2,900hの灌漑 

ベジャ県グベラート 1996 有償 26.4  

ジアティヌ川ダム

建設計画 

ジアティヌ川ダムの建設計画

の策定 

ジアティヌ川 1996 有償 2.0  

北部地域導水・灌

漑計画 

首都チュニスの北西に位置す

るベジャ県のシディ・エル・バ

ラク･ダムからチュニス近郊の

メジェルダ運河まで敷設され

ている導水管約 80kmの増設、

およびシディ・エル・バラク・

ダムを主水源とするベジャ県

ネフザおよびビゼルト県セジ

ュナンヌの農地4,420haの灌漑 

チュニスの北西に位置

するベジャ県のシデ

ィ・エル・バラク･ダム

からチュニス近郊のメ

ジェルダ運河まで、およ

びベジャ県ネフザ、ビゼ

ルト県セジュナンヌ 

1995 有償 141.3  

南部地域上下水道

整備計画 

南部観光地における上下水道

施設の整備 

ジェルバ、ザルジス、ベ

ン・ゲルデン、メドゥニ

ン、タタウィン 

1994 有償 75.8  

 

 他ドナー事業一覧 

水分野に関する他ドナーによる主な事業は表 1-2 の通りである。JICA のプロジェクトと比較す
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ると、実施している内容に大きな差異は見られず、給水環境の整備が多いが、将来の水資源の危

機に対処するための新たな水資源の開発は、他ドナー事業においてもまだあまり進んでいない状

況にある。今後のニーズの変化を踏まえると、欧米のドナーおよび企業は海水淡水化の実績に優

位性があり、近い将来に海水淡水化の取り組みが大きく増加するものと想定される。海水淡水化

や都市下水高度処理の関連技術には本邦企業の強みが活きるものも多いため、他ドナーに対し率

先して取り組むことが望ましく、現時点ではそれが可能なのではないかと考えられる。 

 

表 1-2 他ドナーにおける案件一覧 

ドナー プロジェクト名 概要 年 
援助 

種別 

金額 

（億円） 

AFD 経済社会開発の第 11

回開発計画におけ

る、農村センターの

飲料水供給プログラ

ム 

- 2012 有償 24.6  

AfDB 処理水の質向上プロ

ジェクト 

全国 17自治体にある 30か所の下水処理施設

の高度化、スタッフの技術向上、二次処理水

の農業利用促進 

2011 有償 40.0  

AfDB 地方の飲料水供給 新規水供給施設設立、既存施設改築、導管補

修などによる、全国 20自治体 35万人への水

の供給 

2011 有償 104.9  

AFD SONEDEによる飲料水

の生産・供給能力の

確保 

プロジェクトの目的は①漏水の減少、②開発

と管理のコストの削減、③懸念される都市の

水供給の確保 

2010  有償 49.2  

WB チュニス北部下水プ

ロジェクト 

チュニス北部下水処理施設の高度化による

環境保全と農家の下水再利用促進 

2010 有償 47.3  

EU 地方および農業開発

向け水分野公共管理

への支援 

特に地方の持続可能な開発の改善を目的の

ための水管理の改善による水分野での改革

支援 

2010 無償 70.2  

NIF 第 2回水分野投資 灌漑マネジメント、地方への水供給、地下水

のマネジメント、環境保全のためのモニタリ

ング、キャパシティビルディング等による上

水供給率向上と環境保全の支援 

2009 有償 11.8  

AFD 下町と農村の衛生の

第 4プロジェクト 

地方エリアにおける下水処理と ONASの運営

体制の強化 

2009 有償 49.2  

AFD 水分野投資プログラ

ム（第 2フェーズ） 

- 2008 有償 57,3  

AFD 流域管理の財務枠組

み 

農業生産の持続的成長を可能にするための

住民参加型流域管理 

2008 有償 

無償 

51.1 
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AFD 経済社会開発の第 11

回開発計画におけ

る、農村センターの

飲料水供給プログラ

ム 

- 2008 有償 25.9  

KfW 下水処理と再利用 環境保全のための下水処理と再利用。下水の

うち、利用可能な部分は農業や造景用として

利用。廃棄する部分は焼却と埋め立て 

2007 有償 

技術 

21.7  

AFD 排水網の改修と拡

張、および ONASの能

力強化 

高度IT技術を利用した排水網の改修と拡張、

および ONASの能力強化 

2007 有償 2.3  

WB チュニス西部の下水

処理 

チュニス大都市圏の下水システム拡張。チュ

ニス西部における El Attar下水処理プラン

トの建設、および国の水道施設を共同管理す

る IT顧客管理システムへの資金援助 

2006 有償 60.8  

AFD 第 10回開発計画：地

方における飲料水プ

ログラム 

 

地方部農村への飲料水の供給 2003  有償 50.0  

KfW チュニジア南東部に

おける飲料水供給の

改善 

全国 10か所、計 362000㎥/dayの淡水化プラ

ント建設。フェーズ１では 2か所の淡水化プ

ラントを建設により 58万人の住民と 6万人

の観光客に水を供給。フェーズ 2では 8か所

のプラントを設立し 50万人の住民への水の

供給 

2002 有償 28.9  

AFD サヘル地域とスファ

クス市における飲料

水供給力の強化 

- 2001  有償 30.8  

WB 

KfW 

水分野投資ローンプ

ロジェクト 

灌漑手法の高度化、新たな井戸の採掘、地下

への注水、地方住民への水の供給方法の新

設、モニタリング能力強化、政府機関のキャ

パシティビルディングなどの様々な手法に

よる、上水供給率向上と水に対するマネジメ

ント力の強化 

2000 有償 109.7  

WB 水供給および下水処

理プロジェクト 

 (a)SONEDEと ONASの水資源管理および財務

能力を目的とする組織の能力強化 (b)地方

の約320の小さな村における水システムの修

復と拡張 (c) 灌漑と工業用水への下水の再

利用の促進 (d) SONEDEとONASの一部業務の

1994 有償 52.8  
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民営化 

KfW 地方入植地向けの飲

料水 

北部、中部 8自治体における深井戸採掘、導

水設備による 20万人への水供給 

1993 有償 

無償 

17.9  

KfW 

AFD 

NIF 

下水処理プラントと

下水中間処理施設の

拡張および修復 

汚染に対する水環境の保護、および関係住民

（2021年に 110万人）の生活条件の改善を目

的とする、19の下水処理プラントと 130の下

水中間処理施設の拡張および修復 

不明 無償 9.8  

KfW 

NIF 

工業地帯の下水処理

に関する研究 

チュニジア国内 9か所の工業地帯における、

下水処理の最適なソリューションを特定す

るための研究。この研究は工業の組織的・イ

ンフラ的ニーズを評価し、関連投資プロジェ

クトの準備を支援 

不明 無償 1.0  
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第2章  提案企業の製品・技術の活用可能性及び将来的な事業展開の見通

し 

2-1 提案企業及び活用が見込まれる提案製品・技術の強み 

 水処理ビジネスの業界状況（地域別） 

水処理ビジネスは、世界において非常に成長が期待されている業界である。今後、人口増加や

経済発展が進む中で、世界の給水人口の更なる増加が予測されており、それに伴い水処理ビジネ

スが急拡大することが見込まれている。 

2011 年から 2025 年までの給水人口の成長率を地域別に見ると、南・中央アジアと中東・アフ

リカで特に高い成長率が見込まれている。これらの地域は 1 人あたり水資源量が世界の中でも特

に少なく、既存の水資源である表流水・地下水以外の水資源の開発が強く要請される地域となる。 

 

 

図 2-1 地域別市場規模（給水人口）の推移見込1および 1人あたり水資源量 

 

都市下水高度処理水の効率的な利用に際しては、一定量の都市下水を確保することが不可欠と

なるため、給水人口が拡大すると都市下水高度処理水の利用に適した環境に近づくこととなる。

また、既存の水資源以外の水資源の開発が求められる環境では、都市下水高度処理水に対するニ

ーズが高まることが想定される。つまり、南・中央アジアおよび中東・アフリカは都市下水高度

処理水の導入に適合する地域であると考えられ、その第一歩として経済基盤が比較的強固なチュ

ニジアに導入することは妥当性が高いと言える。 

 

以下、図 2-1 に示した「地域別市場規模（給水人口）の推移見込および 1 人あたり水資源量」

のうち「1 人あたり水資源量」の算出方法を示す。 

                             
1 Pinsent Masons Water Year Book 

189
232

2011 2025

西ヨーロッパ

+23%

35 89

2011 2025

中央・東ヨーロッパ

+152%

78
224

2011 2025

中東・アフリカ

+188%

367
644

2011 2025

東南アジア

+75%

12 19

2011 2025

オセアニア

+63%

100
158

2011 2025

ラテンアメリカ

+58%

106
210

2011 2025

北アメリカ

+97%

22 108

2011 2025

南・中央アジア

+402%
43,726

48,059

10,905

8,697

5,542

4,772

2,3673,928

給水人口［百万人］

【凡例】

（2011）

（2025）

10,000以上

水資源量［m3/人］
（2009）

4,000以上

4,000未満
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＜使用したデータ＞ 

 [A]Food and Agriculture Organization of the United Nations 

 

＜算出方法＞ 

 ①地域内全ての国を対象とした 1人あたり水資源量を算出する。 

- [A]の地域別総水資源量を [A]の地域別人口で除算 

 

地域 
総水資源量 

（百万 m3/年） 

人口 

（百万人） 

1人あたり水資源量 

（m3/人） 

西ヨーロッパ 2,095,350 408 5.135 

中央・東ヨーロッパ 5,475,481 318 17,215 

中東・アフリカ 5,875,432 1,204 4,882 

南・中央アジア 3,949,620 1,637 2,413 

東南アジア 6,387,400 586 10,905 

オセアニア 1,701,465 35 48,059 

北アメリカ 7,222,756 531 13,607 

ラテンアメリカ 17,273,024 392 44,037 

その他 3,762,946 1,691 2,225 

計 53,743,474 6,802 7,902 

 

 ②1人あたり水資源量が地域内で上位 5%または下位 5%に該当する国を異常値として算出

対象から除外する。 

- その他、ならびに国数が少ない地域（東南アジア・オセアニア）は除外処理を実施

しない。 

 

地域 
総水資源量 

（百万 m3/年） 

人口 

（百万人） 

1人あたり水資源量 

（m3/人） 

西ヨーロッパ 1,919,350 402 4,772 

中央・東ヨーロッパ 967,430 175 5,542 

中東・アフリカ 4,647,204 1,183 3,928 

南・中央アジア 3,871,590 1,636 2,367 

東南アジア 6,387,400 586 10,905 

オセアニア 1,701,465 35 48,059 

北アメリカ 4,320,736 497 8,697 

ラテンアメリカ 17,139,000 392 43,726 

その他 3,762,946 1,691 2,225 
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 水処理ビジネスの業界状況（機能別） 

水処理ビジネスについて、技術分野別・機能別に市場性を検証する。技術分野として「上水」

「下水」「工場用水・排水」「海水淡水化」「廃水再利用」の 5つに分類し、機能として「素材・部

材製造」「設計・建設」「管理・運営」の 3つに分類し、計 15分類について市場規模と市場成長性

を分析した結果を図 2-2に示す。 

 

 

図 2-2 水処理ビジネスに係る技術分野別・機能別の市場成長性1 

 

まず技術分野別に見ると、「海水淡水化」と「廃水再利用」の成長率の高さが顕著である。技術

分野別に見ると、2007 年時点で海水淡水化は 3%、廃水再利用は 0%のシェアに過ぎなかったが、

大幅な増加によりそれぞれ 5%、10%まで高めると予測されており、水処理ビジネスに関して特に

可能性のある分野と言うことができる。 

次に機能別に見ると、市場規模のほとんどが「設計・建設」「管理・運営」で占められているこ

とが分かる。後述するように、本邦企業は優れた RO 膜技術を保有する等、「素材・部材製造」に

おいて他国企業に対し高い競争力を持っているが、本邦企業が水処理ビジネスにおいて海外展開

を進め効果的に収益を獲得するためには、より市場規模の大きい設計・建設、および管理・運営

での展開を目指すべきである。 

 

 技術分野別の優位性比較 

水の供給に関する技術分野ごとの優位性を比較する。水の供給については、表流水・地下水、

                             
1 「Global Water Market2008」。2025年データは 2007 年、2016年データより成長率を伸ばし算

出。廃水再利用の管理・運営費は、海水淡水化と同一の市場規模比率と仮定し算出。 

素材・部材製造 設計・建設 管理・運営 Total

Total

技
術
分
野
別

上水

下水

工場用水
・排水

海水
淡水化

廃水
再利用

2007 2025 2007 2025 2007 2025 2007 2025

223 435 1,416 3,595 1,850 3,547 3,489 7,577
+95% +154% +92% +117%

6% 51% 43% 100%

87 170 553 1,408 1,016 1,556 1,656 3,135
+96% +155% +53% +89%

39% 39% 44% 41%

99 189 628 1,564 748 1,132 1,475 2,885
+91% +149% +51% +96%

44% 44% 32% 38%

29 48 184 393 19 31 233 472
+64% +113% +64% +103%

11% 11% 1% 6%

9 42 74 67 267 116 350
+36% +77% +298% +203%

2% 2% 8% 5%

1 19 8 156 0 561 10 736
+1327% +1758% +∞% +6584%

39%

44%

13%

3%

1% 4%

39%

44%

13%

3%

1% 4%

100%6% 41% 53%

55%

40%

1%

4%

0% 16%

47%

42%

7%

3%

0% 10%

7

【凡例】
黒字：［億ドル］

技術分野別ｼｪｱ

機能別ｼｪｱ
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海水淡水化、廃水再利用の大きく 3 つがあるが、まず品質・コストの両面から表流水・地下水が

最も利用しやすい水資源である。従って、給水人口が増えれば、先ず表流水・地下水から使われ

ていく。しかし表流水・地下水には限りがあるとともに、地理的な要因の制約を受けるため、海

水淡水化や廃水再利用が検討されることとなる。 

海水淡水化と廃水再利用を比較した際の、海水淡水化の最大のメリットは、飲料水を含むあら

ゆる用途に利用することが可能なことである。廃水再利用は、たとえ水質が表流水・地下水や海

水淡水化を凌ぐとしても、飲料水とするには宗教的制約や心理的な抵抗感が強い。宗教的制約と

は、不浄とされる動物に触れた水は不浄であり、一度土を通らないと浄化されないと考えられて

いることに拠るものであり、少しでもその可能性のある下水の飲用は受け入れられないという回

答を得ている1。従って、廃水再利用水を上水道に流すことは受け入れられないが、海水淡水化で

あれば受け入れられる。 

 

表 2-1 技術分野ごとの水資源の比較 

技術分野 特 長 欠 点 

表流水・地下水 

処理 

あらゆる用途に利用することが可能

な水を簡易な処理のみで（＝安価で）

供給可能 

表流水・地下水等が近隣にないと供給

できない 

海水淡水化 飲料水を含むあらゆる用途に利用す

ることが可能 

脱塩処理に高い圧力が必要であり、ラ

ンニングコストが非常に高い 

内陸部では輸送コストが高い 

廃水再利用 海水淡水化と同レベルの品質の水を

海水淡水化より低いランニングコス

トで製造することが可能 

宗教的制約や心理的な抵抗感により

飲料水には適さない 

 

しかし、海水は廃水に比べ塩分濃度が高いことから、脱塩処理に必要となる圧力が高く、その

分多くのエネルギーコストが生じるため、ランニングコストが高い。また、海から遠く離れた内

陸部への輸送は更に輸送コストが必要となる。但し、コストの多くがエネルギーコストであるた

め、産油国等のエネルギーコストが比較的安価に抑えられる諸国では、海水淡水化が優先的に導

入されてきた。 

コスト面で海水淡水化より優れている廃水再利用は、水質が同じであっても宗教的制約や心理

的な抵抗感により利用範囲が狭いことが欠点である。しかし、例えばシンガポールでは廃水再利

用水を「NEWater」と呼び、飲用にも用いるほど積極的に活用している。 

 

以下、技術分野・処理方式ごとのコストを検証する。海水淡水化については、チュニジアでは

海水淡水化に着手した段階でありコストのデータはないが、海水淡水化を運営する各国では表 

2-2 のようなコスト状況となっている。海水淡水化には様々な処理方式があるとともに、立地条

                             
1 ONAS ヒアリング 
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件やエネルギー相場等により大きく変動するものの、1m3 あたり 100 円前後となることが多い。

一方、廃水再利用のランニングコストは、MBR 法と RO 膜法を用いたシンガポールの例では 38 円

/m3 となっており、海水淡水化に比べて安価と見ることができる。その他、MBR法を用いていない

ため単純な比較対象としては適切でないが、RO膜法のみを用いているスペインの例では 15-17円

/m3 となっている。 

 

表 2-2 技術分野・処理方式ごとのコスト比較 

 分類 処理方式 
規模 

（万 m3/日） 
設置国 

ランニングコ

スト 

（円/m3） 

出典 

（脚注番

号） 

海水淡水化 多段フラッシュ蒸発法 21 サウジアラビア 121 1 

  - シンガポール 137 2 

  - - 100-114 2 

  - - 105 3 

  - - 105 4 

 多重効用法 21 サウジアラビア 126 1 

  - 米国 42 2 

  - - 68-77 2 

  - - 100 3 

  - - 100 4 

 RO膜法 21 サウジアラビア 94 1 

  - スペイン 59-77 4 

  - - 62-84 3 

  - - 80 2 

廃水再利用 MBR法+RO膜法 7.2 シンガポール 38 5 

 RO膜法 - スペイン 15-17 4 

 

                             
1 東レ株式会社「水処理事業の拡大戦略」(2008/12/19)。出典は「Global Water Intelligence , 

August (2006)」 ランニングコストは、原価償却費、電気代、薬品費およびプラント運営労務費

の総計。 
2 Julián Martínez Beltrán, Sasha Koo-Oshima and Pasquale Steduto「Introductory paper： 

Desalination of saline waters」 
3 Koussai Quteishat「Water desalination technologies and costs – state of the art」に記

載している「Labre, 2002」 ランニングコストは、原価償却費、電気代、薬品費、プラント運営

労務費、消耗品費などの総計。 
4 José Miguel Veza「Water desalination and wastewater reuse for agriculture in Spain」

に記載している「J.C. González and J.L. Loidi, personal communication, 2004)」 
5 長岡 浩 武蔵工業大学「近年の水処理技術の高度化と水再利用への適用」(2005/5/12) ランニ

ングコストは、電気代、薬品費、プラント運営労務費の総計 
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 業界における NPWの位置づけ 

水処理ビジネスを展開する企業には日本企業・海外企業とも様々なものがあるが、機能別に見

ると企業ごとの特徴を明確にすることができる。 

 

 

図 2-3 水ビジネス市場における主要プレーヤー1 

 

まず海外企業についてみると、欧米の大企業は機能横断的にビジネスを展開している企業が多

い。Veolia Environment、Suez Environment、General Electric といった超大手企業は、「素材・

部材製造」「設計・建設」「管理・運営」の全てを横断的に担っている。また、「素材・部材製造」

「設計・建設」の 2 つ、あるいは「設計・建設」「管理・運営」の 2つを横断的に担う企業が多く

存在する。欧米企業に加え、水処理ビジネスの先進国であるシンガポールを基盤とする Hyflux も

これに該当する。 

一方、日本企業を見ると、単独で複数機能を横断的に担える企業が少ないことが分かる。個別

の機能の、いわゆる要素技術においては強みを発揮するものの、機能横断的な全体マネジメント

能力、全体最適の観点からの仕様最適化（ダウングレードを含む）を行いにくく、欧米等企業の

後塵を拝すケースが多い。 

 

NPW は、このような日本企業の現状の中で、「設計・建設」と「管理・運営」という市場規模の

                             
1 SPEEDA 「2012 年版水資源関連市場の現状と将来展望（富士経済）」を基に分析 

素材・部材製造 設計・建設 管理・運営

海外
企業

・Veolia Environment（仏） ・Suez Environment（仏） ・General Electric（米）

・Siemens（独） ・DOW Chemical（米）

・Hyflux（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） ・Waterleau（ﾍﾞﾙｷﾞｰ）
・Abeugoa(Befsa/Abeinsa)（西） ・Thames Water Utilities（米）

・Keppel（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）
・斗山重工業（韓国）

日本
企業

総合エンジニアリング 総合商社

水道事業管理企業

素材メーカー

・旭化成
・東レ
・東洋紡

・クラレ
・帝人

・伊藤忠
・住友商事
・三井物産

・丸紅
・三井物産
・双日

・日立プラントテクノロジー
・日立造船
・JFEエンジニアリング
・千代田化工

・三菱重工業
・ＩＨＩ

・日揮

処理機器メーカー

・クボタ
・水道機工業

・栗田工業
・オルガノ

・メタウォーター
・ジャパンウォーター
・ジェイ・チーム

部材メーカー

・荏原製作所
・明電舎
・神鋼環境ソリューション
・三菱電機

・ ササクラ
・東芝

・横河電気

・日東電工
・積水化学工業

NPW

サービス提供領域： コンサルティング～設計～調達～施工
～運転・維持管理
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大きい 2 つの機能を横断的に担う企業である。個別機能を担う他社に比べ規模は小さく水ビジネ

ス全体で見たシェアは僅少であるが、後述するようにボトルドウォーター製造プラントで国内シ

ェアの 70%を握る等、特定領域においては他社を圧倒する位置づけとなっている。特に、Veolia

等の超大手企業が廃水再利用処理への本格参入を果たしていない現在、廃水再利用処理の技術を

もって先手を打ち、Hyflux 等と同様の水処理ビジネスを展開することを模索している。 

 

 NPW の事業内容ならびに特長・優位性 

NPW は、廃水再利用の技術を持った国内・海外の企業と比較すると、顧客の要望に対する柔軟

で機動的な対応を行えることが強みである。また、国内のボトルドウォーター製造プラントで約

70%を占める等、水処理技術における十分な信頼感を獲得している。 

 

＜様々な状況に対応できる柔軟性と機動力＞ 

 水処理ビジネス業界において、NPWは「設計・建設」を得意とするエンジニアリング企

業として分類されるが、NPWの真の強みは、顧客のニーズやシーズを引き出すコンサル

ティング～設計～調達～施工～運転・維持管理まで全てのシーンに対応が可能である柔

軟性、要求される水質に応じたレベルの膜・各種ろ過装置・イオン交換樹脂や紫外線殺

菌方式などを適切に選択しプラントシステムに組み上げる高い企画力・技術力を兼ね備

えていることである。 

 

＜水のライフサイクルに対する高い技術力＞ 

 「浄水から排水まで水処理のトータルエンジニアリング」と謳うように、水処理を中心

として、コンサルティング、EPC（Engineering・Procurement・Construction）、O&M

（Operation & Maintenance）の全てを担うことのできる水処理会社として独自の存在感

を放っている。 

 主力事業である HOD事業は、国内のボトルドウォーター製造プラントの約 70%のシェア

を占め、その信頼感・実績は十分である。ボトルドウォーター製造プラントのコア技術

は RO膜処理であり、都市下水高度処理プラントとの技術の親和性は極めて高い。 

 

 NPW の都市下水高度処理技術概要 

NPW の都市下水高度処理技術は、図 2-4のようなシステム構成となっている。 
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図 2-4 NPW技術概要 

 

 廃水再利用技術を保有する他社との優位性比較 

廃水再利用に関するビジネスの展開は世界的にもまだ途上にあるが、廃水再利用に求められる

技術は基本的には MBR 法および RO膜処理法であり、海水淡水化等でも活用される技術であること

から、これらの技術をもつ企業は NPW 以外にも国内・海外を問わず数多く存在する。しかし、廃

水再利用水の供給に関するビジネスを展開している企業はごく限られているのが現状であり、ODA

案件化によりチュニジアに展開することができれば、北アフリカでの将来のビジネス展開に大い

に資するものと考えられる。 

 

原水槽調整槽

1次生物処理

ﾏｲｸﾛｽｸﾘｰﾝ

RO原水槽

紫外線照射

液中膜

処理槽

(MBR)

2次生物処理

このステージでは原水に含まれる、リントやゴミを取り除きます。

調整槽では微生物に酸素を与え活性汚泥を発生させてＢＯＤを食べさせるこ

とにより排水の浄化を促進します

ステージ１

このステージでは、汚泥の上澄水をＭＦ

膜に通してろ過するのではなく、生物処

理を行いながら（酸素を与える）活性汚

泥に浸漬させた膜の処理水出口より強制

的に吸引しろ過を行います

ステージ２

P P

ＭＦ処理水

このステージではステージ２でろ過したＭＦ処理水に紫外線を照射して、さらに

有機物（ＲＯ膜を詰まらせる一つの原因）を分解します。

ＲＯ装置ではＭＦ水を処理し純水（イオン化した物質を取り除く）にします

ステージ３

工場排水

純 水

レベル

濃縮水は下水放流

排水リサイクルシステム（平成21年度石川ブランド収集新製品に認定

※ 本システムの特徴：排水リサイクルにより上水道（補給水）、下水道（排水）の両方を70～80％削減
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図 2-5 廃水再利用分野有力企業の比較1 

 

2-2 提案企業の事業展開における海外進出の位置づけ 

 既存の事業展開ならびに今後の方針 

現在、NPW は「HOD 事業」「TWS事業」「環境事業」の 3事業を主に運営しており、特に HOD事業

が主力事業となっている。以下、主要 3 事業の事業内容を示す。 

 

＜HOD 事業（Home and Office Delivery）＞ 

 ボトルドウォーター充填システム導入コンサルティング 

 ボトルドウォーター製造プラントの設計、施工、販売 

 メンテナンスサービス 

 

＜TWS 事業（Tap Water System）＞ 

 自家水道事業の導入コンサルティング 

 事業計画の策定、井戸調査 

 井戸掘削、プラント設計、施工 

 メンテナンスサービス 

                             
1 「Pinsent Masons Water Year Book」を基に分析 

廃水再利用分野
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＜環境事業＞ 

 RO 装置の製造、周辺機器の販売 

 急速ろ過装置の製造 

 純水装置の製造 

 排水リサイクルプラントの設計、施工、販売 

 メンテナンスサービス 

 

今後は、既存 3 事業の拡充に加えて、「環境・エネルギーに配慮した水処理技術の推進」「高い

技術力を活かした海外への水プラント展開」の 2 つを推進することで、更に幅広く付加価値の高

い水を提供していく。 

 

＜環境・エネルギーに配慮した水処理技術の推進＞ 

 「環境」や「エネルギー」といった観点も含めた最も効率的で効果的な水処理プラント

のトータルコーディネート事業を推進する。 

 排水リサイクルシステムや自家水道水設備による水使用量の削減、効率的な水循環、処

理に係る電力消費量の削減といったことを、水のライフサイクルベースでの提案を行な

っていく。 

 

＜高い技術力を活かした海外への水プラント展開＞ 

 世界的な問題として顕在化する水不足や水質汚染に対して、あらゆる状況・ニーズに対

応できる技術力の高さ、柔軟性あるプラントコーディネート力を活かし、海外での水処

理プラント、ミネラルウォーター充填プラント等の受注を推進する。 

 世界的な水問題の解決に貢献するとともに、エネルギーや環境も視野に入れながら、地

域の社会基盤整備としての事業展開を推進する。 

 

 海外進出プラン 

NPW では、水不足地域であるアフリカ、水需要が激増すると見込まれる東南アジアへの展開を

見据えている。NPW における海外展開の第一歩となった、中国における浄水場への膜処理プラン

ト設置（2010 年）で培った技術・経験を活かし、本調査を基にチュニジアでの案件化を目指す。 

また、チュニジアでの実績をもって、アフリカ諸国への水プラント展開を行う計画である。チ

ュニジアで実際のプラント（パイロットプラント）を用いた実証作業を行うことができることで、

アフリカ諸国への展開を加速度的に進められると想定している。その後、東南アジアにおける水

需要の拡大を見据え、アフリカで培った技術・経験を持ち込む形で水プラント展開を行う計画で

ある。 

 

海外展開を円滑に進めるためには、以下の 2 つに取り組むことが重要である。1 つが、他イン

フラ事業者等との横断的コンソーシアム構築の推進により、エネルギー関連インフラが未整備な

地域への展開を可能にすることである。もう 1 つが、現地でのスタッフの採用を行うと同時に、
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日本国内での技術教育および人材育成を進めることである。将来的には、製造工場等に関しても

完全技術移転を視野に入れている。 

 

 
図 2-6 NPWの海外進出プラン 

 

2-3 提案企業の海外進出による地域経済への貢献 

NPW によるチュニジアへのビジネス展開により、NPWがある石川県の経済に貢献することができ

ると考えられる。NPWは、リネン排水リサイクルシステムの優れた技術によって、「平成２１年度

石川ブランド優秀新製品認定」を受けている。このことから、NPWの海外展開は、「石川ブラント」

の認定の狙いである、県内中小企業の自社製品開発意欲の喚起、県内産業の高度化の推進をまさ

に体現したものとして、中小企業等に勇気を与え、更なる活力をもたらすことが期待できる。ま

た、NPW の海外展開ノウハウを県内中小企業に伝えることで、新たな中小企業の海外展開を誘発

することが期待できる。 

 

2-4 想定する事業の仕組み 

 前提となる現地のニーズ 

チュニジアは全土にわたり水不足の状態にあり、特に塩分濃度の低い水に対するニーズが見込

まれる。また、農業用水（灌漑用水）・工業用水に質の高い水資源を供給することで、産業発展に

結び付けたいというニーズも存在する。 

一方、RO膜を活用した都市下水高度処理水は、1.00TND/m3 程度での販売を想定しているが、現

在の水販売価格は、水質や用途によるものの 0.02-0.90TND/m3 程度であることを踏まえると、高

浄水場への
膜処理プラント設置

(2010)

アフリカ水不足地域への展開
(2014-2014)

水需要の爆発的増加が予想される
東南アジア地域への横展開

都市下水の
膜処理プラント設置

(2013（予定）)
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度処理のランニングコストに見合う販売価格での水資源ニーズは、現状の水供給の中からは読み

取ることが困難である。 

 

 現地のニーズを考慮した事業展開案 

事業展開における品質・価格の設定方針として、「RO 膜を活用した都市下水高度処理水の低価

格での提供」「水質の低い都市下水高度処理水の低価格での提供」「RO膜を活用した都市下水高度

処理水の特定需要家への高価格での提供」の 3 案を想定している。NPW の事業展開方針および現

地のニーズに照らし、案③を最優先で検討することとする。 

 

＜案① RO膜を活用した都市下水高度処理水の低価格での提供＞ 

 現状の水販売額と同程度の低価格で、RO膜を活用した都市下水高度処理水を提供する。

ランニングコストと販売額の差額が大きいため、チュニジア政府からの補助金等の措置

が必要になるが、既存の水資源の不足を緩和する効果は期待できる。 

 現在もランニングコストより低い販売価格で水を提供しているケースがあると考えられ

るが、都市下水高度処理水と現在の販売価格の差額は非常に大きいため、水不足の緊急

性が現状以上に高まれば実現の可能性が高まるが、現時点で補助金等を期待することは

困難。 

 

＜案② 水質の低い都市下水高度処理水の低価格での提供＞ 

 RO 膜を活用した都市下水高度処理は、水質は極めて高いもののランニングコストが高い

ため、RO 膜以外の膜を活用するか、あるいは RO膜を活用した都市下水高度処理水を他

の低品質水と混合することで単位体積あたりランニングコストを下げ、現状の水販売額

と同程度の低価格で提供する。 

 水不足の環境を踏まえると事業性は見込めるが、高品質な都市下水高度処理水の提供に

こそ本邦技術の競争力があり、品質の要件が下がると他国企業とのコスト競争に陥る懸

念が強いため、NPWの事業展開方針として適切でないと判断した。 

 

＜案③ RO膜を活用した都市下水高度処理水の特定需要家への高価格での提供＞ 

 RO 膜を活用した都市下水高度処理水を、ランニングコストに見合う価格で販売する。現

状の水の販売価格と比べるとかなり高価となるため、RO 膜を活用した処理水であるがゆ

えの高品質を売りとし、高品質な水ニーズのある産業に特化して販売する。 

 高品質な水を必要とする産業として、化学産業、製薬産業、繊維産業、電機機器産業、

高効率農業（植物工場）等が考えられる。既存の工場に加え、今後展開が見込まれる工

場についても有望な需要家であると考えられる。 

 

案③における販売先は、高品質な水を必要とする産業のみということで一見限定的であるが、

これらの産業はチュニジアにおける GDP 割合が高いことからも、一定規模の需要が見込めるので

はないかと想定できる。 
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図 2-7 チュニジアの工業 GDPに対する業種別 GDP割合1 

 

 個別企業のニーズ 

前述の案③で進めることを前提として、高品質な水ニーズがあると想定される企業に対し個別

調査を実施した。調査を実施した企業 4 件の企業概要2は以下の通り。 

 

＜GCT（化学産業）＞ 

 主に化学肥料を生産 

 資本金：4億 7600 万 TND、従業員 2,120 名 

 チュニジア各地に 4か所の工場をもつ（調査はガベス工場で実施） 

 現在は、SONEDE から 80%、残りは自社で地下水を採取している。今後、ONAS から廃水の

供給を受け、自前で RO膜処理プラントを設置して廃水を浄化し、工場にて利用すること

を計画している。 

 

＜LEONI TUNISIE（電機機器産業）＞ 

 自動車用ケーブルなどを生産 

 資本金：900万 TND、従業員 7,000 名 

 スースに工場をもつ 

 

＜YKK（繊維産業）＞ 

 主にジッパーを生産 

 資本金、従業員数に関する公知情報なし 

 スースに工場を持つ 

                             
1 National Institute of Statistics(Tunisia)を基に 2011年の GDPにより按分して算出。但し、

化学・製薬産業、機械・電気機器産業についてはそれぞれの産業に更に分割する必要があり、そ

れぞれの産業における企業数を用いて按分を実施。企業数は National Institute of 

Statistics(Tunisia)を基に従業員数 10名以上の企業に絞って、中南部の 10都市の企業数を利用。 
2 API データベース 
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 SONEDE から水資源を得て、それに対し自前で水処理加工を実施し利用している 

 周囲にはベネトン社等の繊維産業の工場があり、YKK 社と類似する水需要があるのでは

ないかと考えられる。 

 

＜SanLucar Fruit S.L（高効率農業）＞ 

 ビニールハウスにて主にトマトを栽培（当該企業は「植物工場」を運営していないが、

植物工場を想定した調査を実施） 

 資本金、従業員数に関する公知情報なし 

 ガベス県エル・ハンマに農場をもつ 

 主に近隣地下水から採取し、原水の半分を RO膜プラントで処理し、原水と混ぜて利用し

ている 

 

上記 4 社に対し、高品質水のニーズに関する調査を行ったところ、2 社においてニーズが確認

された。特に YKK は染色工程の水質が課題となっており、高品質な水に対する明確なニーズを確

認することができた。また、現状の水コストが 1.45TND/m3 であり、都市下水高度処理水の想定販

売価格である 1TND/m3 よりもかなり高額であることも、都市下水高度処理水に対するニーズを期

待できるポイントである。 

 

表 2-3 チュニジアの企業における水ニーズ 

企業名 
利用水量 

(m3/日) 

現在の水コスト 

（TND/m3） 
品質についてのニーズ 

都市下水高度処理

水の購入希望価格 

GCT 27,000 0.80～0.90 製品の質を上げるために塩素イ

オン濃度 200mg/l まで下げた高

品質水を求めている 

0.20～0.30 

LEONI - - 高品質水のニーズはない （購入希望なし） 

YKK 7 1.451 染色工程の水質が課題となって

おり、塩素イオン濃度 50mg/l の

高品質水を求めている 

0.70 

SanLucar 3,000 0.20 現在購入している水は水質が低

い。水質が高ければ他の植物の

栽培も可能となるため、検討の

余地あり 

具体的な提示なし 

 

 事業展開地域 

チュニジアにおいて特に水不足が懸念される中部・南部においても、高品質な水を必要とする

                             
1 SONEDEからの購入価格が 0.98TND/m3、SONEDE からの供給水の水質を更に高めるための自社での

浄化コストが 0.47TND/m3 で計 1.45TND/m3 となっている。 



 
   

 

53 

産業の企業は数多く存在している。特にスファックス、スース、モナスティール、マハディアな

どの中部の沿岸地域に、繊維業をはじめとする産業が多く存在している。RO 膜を用いた都市下水

高度処理プラントの設置・運営にあたっては、これらの地域で展開が最も市場性が見込めるので

はないかと考えられる。 

 

 
図 2-8中南部における県別業種別企業数（従業員 10名以上）1 

 

 現状の水供給ビジネスモデル 

チュニジアにおける現状の水供給については、基本的に SONEDEが飲料水・観光用水・工業用水

の供給を担っている。一方、農業用水（ゴルフ場等も含む）・農村部の飲料水は MA（CRDA）が供

給している。工業・農業においては、これらの供給水以外にも、近隣にある地下水を自前で導水

し利用しているケースもある。 

下水については、一部の未整備地域、および工場を除き ONAS が処理を行っている。工場から発

生する廃水は各工場において廃水処理を行うルールとなっており、ONASが管理する範囲に含まれ

ていない。 

現在も、一部の都市下水が二次処理後に農業用水として再利用されている。ONASから MA（CRDA）

に都市下水処理水が無償で提供され、その水を MA（CRDA）が農家等に安価で提供している。なお、

ONAS Gabes によると、農業利用される都市下水処理水の水質が低いことが農家からのクレームに

繋がっているという。 

 

                             
1 人口 30万人以上の中南部の都市を対象。「National Institute of Statistics(Tunisia)」の公

知データベースを參照して企業数を算出。 
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図 2-9 チュニジアにおける現状の水供給ビジネスモデル 

 

図 2-9 内にもあるように、SONEDE は浄水処理に 0.39～0.69TNDのコストを要しているが、水の

販売価格はそれに比べて安価である。但し、SONEDEが提供している水よりも都市下水高度処理水

の方が水質は高く、高い水質を求める工業等の需要には訴求力があるため、必ずしも現在の販売

価格が都市下水高度処理水の販売価格に影響するものではない。 

 

表 2-4 現状の造水コストおよび販売価格 

用途 利用用途別造水コスト 販売価格 

飲料水 

0.30～0.691 

0.102 

工業用水 

観光用水 
0.282～0.903 

農業用水 （データなし） 0.024 

 

                             
1 SONEDE における上水処理コストとしてデータ取得。同一技術のプラントだが、設置地域により

差がある。 
2 JETRO「欧州・投資関連コスト一覧（トルコ・北アフリカ・CIS諸国含む）」 
3 GCT in Gabes ヒアリング 
4 MA ヒアリング 
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 都市下水高度処理水を利用した場合の水供給ビジネスモデル 

都市下水高度処理水を利用する際には、現在の下水処理に加え、RO膜を用いた下水高度処理を

行い、この水を農業用水・工業用水として提供する。これらの一連の機能を ONASが担うことを想

定している。都市下水高度処理水の供給を行う機能を含んでおり、SONEDE が担う水供給機能との

機能の重複が生じることとなるが、水資源の所在や供給先の違いを考慮し、ONAS にて実施すべき

と判断した。SONEDEは ONASが担うことについて、賛成の意思を示している。 

 

なお、このビジネスモデルを導入することに拠り、高度処理水の販売という形で ONAS に新たな

収益源をもたらせることから、ONASの経営へのよいインパクトも期待できる。 

 

 
図 2-10 都市下水高度処理水を利用する際のビジネスモデル（案） 

 

 展開事業のチュニジアにおける市場規模 

現時点で想定することができる、チュニジアにおける都市下水高度処理水の市場規模は 24億円

程度と考えている。チュニジア国の工業用水のうち、高品質水に対するニーズのある業種で利用

している水量を都市下水高度処理水の供給余地と捉え、この水量に販売想定価格である 1TND/m3

を乗じたものを市場規模とした。 

 

以下、市場規模の算出方法を示す。表内の青字は引用した値、赤字は算出した値、黒字は前項

以前で算出済みの値を表す。 

 

＜算出方法＞ 

 チュニジアにおける年間工業用水使用量：111百万 m31 

- チュニジアの用途別水利用割合により算出 

                             
1 DGRE「Gestion des ressources en eau en Tunisie (2007)」 
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 高品質水ニーズ産業率：36%1 

- チュニジアの工業用水を利用している産業の全 GDPのうち、繊維産業・食料品製造

業・電気機器産業・化学産業・製薬産業の GDP合計が占める割合を算出 

- なお、「化学・製薬」「機械・電気機器」は GDPが一括りで表されているため、各産

業の企業数により GDP を按分して算出 

 都市下水高度処理水価格：1.00TND/m3（仮定） 

 

 計算式：1.11 億 m3 x 36% x 1.00TND/m3 = 4,085万 TND = 24.2 億円2 

 

 都市下水高度処理水の販売普及戦略 

RO 膜を活用した都市下水高度処理水の販売先は、高品質な水を必要とする工場（高効率農業を

行う植物工場を含む）を主に想定しており、都市下水高度処理プラントから販売先工場まで直接

水道管を敷設することとなる。事業展開を進めコマーシャルベースに乗せるためには、工場への

働きかけにより中長期的な購入に結び付けていくことが必要である。以下に、都市下水高度処理

水の販売普及を進めるための方針を示す。 

 

＜大需要家への個別営業＞ 

 一日当たり 27,000m3の水を使用する GCT Gabesのような水需要がきわめて大きい工場に

対しては、個別に営業活動を行い、都市下水高度処理水の品質の高さにより得られるメ

リットを示す。 

 対象となる工場の業種等を踏まえ、高品質な水を利用することで製品の質が向上したり、

あるいはこれまで製造できなかった高度な製品を製造できるようになったりといった付

加価値の増大に繋げるための方策を提案する。3 

 従来購入している水資源より価格が高い場合でも、製品の製造コスト全体から見た水コ

ストのインパクトを示し、充分な水資源を確保できることによる生産拡大等の効果を踏

まえた費用対効果の高さを示す。4 

 

＜地域自治体を通じた中小需要家への販売展開＞ 

 少量の需要家に対して個別に営業活動を行うことは現実的ではないため、効率的な販売

展開を進めるために地域自治体の後押しを得ることを目指す。 

                             
1 National Institute of Statistics(Tunisia)  
2 JICA 平成 24年度精算レート表 2月分（1TND=59.25 円） 
3 GCT Gabesでは、高品質な水を豊富に確保できればより高品質な肥料の生産が可能になり、利益

の増加が期待できるという見解を示している。 
4 工業ではなく農業の例であるが、Gabes にある SanLucar Fruit S.L 社のビニールハウスにて栽

培しているトマトの売価 6TND/kgに対し、都市下水高度処理水の購入に要するコストはトマト 1kg

の生産に対し 0.07TND 程度と売価の約 1%に過ぎない。トマト 1kg の生産に要する水の量は 0.05m3

である。 
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 「都市下水高度処理水を工業に利用することで、既存の水資源や海水淡水化による水資

源を飲料水等に優先的に供給する」という本事業の全体像を踏まえると、地域自治体よ

り都市下水高度処理水の工業への展開への後押しを受けることは合理的である。 

 特に導入当初については、自治体からの補助金等により価格を下げ、都市下水高度処理

水の工業への普及を促進することも、自治体に提案していく。 

 

＜新規需要の創出＞ 

 将来チュニジアに設置される工場に対する都市下水高度処理水利用の展開を模索する。 

 現在、チュニジアの中部・南部には、高品質な水資源の確保がボトルネックとなって工

場を誘致できない地域が多く存在すると考えられ、工場誘致の切り札として、高品質な

都市下水高度処理水を供給する体制を整えることを提案する。 

 工場の誘致に対する投資の一環として、都市下水高度処理水への補助金の投入も自治体

に提案していく。 

 

2-5 想定する事業実施体制・具体的な普及に向けたスケジュール 

 スケジュール 

NPW がチュニジアに都市下水高度処理事業を展開するにあたっては、現行法制度の改訂を含む

法整備により、都市下水高度処理水を農業・工業に幅広く利用できる環境を整えることが不可欠

である。法整備においては、チュニジアの環境下における都市下水高度処理水の科学的なデータ

が必要であることから、事業を展開するための環境整備を目的とした、チュニジアでの都市下水

高度処理パイロットプラントの設置および処理水の科学的検証を先行して実施する。以降、法整

備が進んだ段階で事業展開を本格化し、本格プラントの設置・運営および処理水の販売を行う。 

パイロットプラントの設置および検証に要するリードタイム、またその結果を受けての法整備

に要するリードタイムを考慮し、パイロットフェーズに少なくとも 3 年程度は必要となると想定

している。その後、法整備等が進み事業環境が整い次第、本格事業展開に着手する。（ODA 案件化

を想定した具体的なスケジュールは 4-2 に詳述） 

 

 パイロットフェーズの実施体制 

NPW は、ONAS のサポートを受けながら、パイロットプラントの設置・運営を行う。ONASは都市

下水高度処理事業のチュニジアでの展開に対して前向きであることから、パイロットプラントの

ランニングコストの負担を含む全面的なサポートを表明している。基本的には、NPWと ONASが二

人三脚の形でパイロットフェーズを進めていく。 

パイロットプラントでの科学的検証にあたっては、水質データの取得等は NPW により実施する

ものの、幅広い農業利用・工業利用を可能にするための法整備を後押しするためには、実際に処

理水を農業・工業に利用した形での検証が求められる。これに対応するため、先ず農業利用につ

いては CBBCの協力を得て、現在は下水の活用が禁止されている農作物の栽培を、処理水を利用し

て試験的に行う。工業利用については YKK 等の高品質な水を必要とする民間企業の協力を得て試

験的に工場で処理水を利用することを想定している。CBBCはパイロットプラントが設置された際
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の協力を約束している。また CBBC は、太陽光発電を活用した人工光型植物工場での実証に対し前

向きな姿勢を示している。 

検証結果を受けた法整備については、ME、MA、MI 等により検討されるため、それらに対し適宜

実証結果の報告を行う。 

その他、NPW の事業展開を支えるため、計画策定や調査分析、プロジェクト管理支援等を務め

るコンサルティング企業、およびプラントの設計・建設を担うエンジニアリング企業（現地企業）

の参画を想定している。 

 

表 2-5 パイロットフェーズの実施体制 

プレーヤー 主な役割 

NPW パイロットプラントの設置・運営 

ONAS パイロットプラントの設置・運営サポート 

CBBC 農業向け検証のサポート 

民間企業（工業） 工業向け検証のサポート 

ME 事業展開に向けた法整備 

MA 事業展開に向けた法整備 

MI 事業展開に向けた法整備 

コンサルティング企業 計画策定・調査分析・プロジェクト管理支援 

エンジニアリング企業 パイロットプラントの設計・建設 

 

 本格事業展開フェーズの実施体制 

都市下水高度処理事業の主たる運営者は ONAS を想定している。ONAS が NPW に対して本格プラ

ントの設置・運営を委託する形で NPW が事業を展開する計画である。事業立ち上げのための予算

措置が必要であることから、ONAS の管轄省である ME および MFTによる予算確保が必要となる。 

事業展開フェーズにおいては、都市下水高度処理水を販売するための営業活動が必要であり、

公益性の高い事業であることから、ONAS を通じ自治体の協力を得ることを目指している。利用促

進のための制度制定、あるいは補助金等を想定している。 

コンサルティング企業、エンジニアリング企業はパイロットフェーズと同様の役割での参画を

想定している。 

 

表 2-6 本格事業展開フェーズの実施体制 

プレーヤー 主な役割 

NPW 都市下水高度処理プラントの設置・運営 

ONAS 都市下水高度処理事業の運営 

コンサルティング企業 計画策定・調査分析・プロジェクト管理支援 

エンジニアリング企業 都市下水高度処理プラントの設計・建設 

 

 事業展開における課題 
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NPW がチュニジアにおける事業展開を進めるにあたっては、ONAS の運営の質、水道管投資、電

力供給が挙げられる。以下に、調査により明らかとなった課題、および対応方針を示す。 

 

＜ONAS の運営の質＞ 

 ONASが排水している下水処理水の水質が低いことが、ガベス等で住民の苦情に繋がって

いる。ONASの水処理プラント運営管理の品質の低さが原因として指摘されている。 

 チュニジアへの事業展開において、都市下水高度処理プラントを運営する要員は ONASか

らの拠出を想定しており、ONASの水処理プラント運営管理の品質が低いと都市下水高度

処理プラントの運営に支障をきたす懸念がある。 

 課題に対応するため、水処理プラント運営管理要員を対象に、NPW の技術者がチュニジ

アおよび日本でのトレーニングを実施する。また、水処理プラントが安定稼働に入り NPW

の技術者が帰国した後にも、水処理プラントの運営状況を遠隔でモニタリングできる仕

組みを導入し、適切な運営管理が行われていることを常時担保する。 

 

＜水道管の投資＞ 

 都市下水高度処理プラントから販売先工場までの水道管の敷設コストが大きくなる懸念

がある。都市下水高度処理水は、飲料水が提供されている既存の上水道を介して供給す

ることは困難であり、別途水道管の敷設が必要である。 

 課題に対応するため、水処理プラントを設置する際には、販売先となる需要家の所在を

把握し、都市下水処理施設の立地も踏まえた上で、都市下水高度処理プラントの最適な

設置個所を決定する。 

 

＜電力の供給＞ 

 都市下水高度処理プラントには多量の電力が必要であり、水処理プラントの運営上、電

力の確保は不可欠である。チュニジアには電力供給が潤沢でない地域も多く、必ずしも

水道管の敷設に都合のよい立地で電力供給が充分にあるとは限らない。 

 課題に対応するため、太陽光発電システムとのセットでの水処理プラントの導入や、安

定的電源供給を目的としたインフラ事業者等とコンソーシアム形成等により、安定的で

高品質な電力の確保、エネルギーマネジメントによる効率的な電力運用を行う。 

 

2-6 リスクへの対応 

 事業展開におけるリスクと対応方針 

シンガポール等では既に普及している都市下水高度処理水の再利用であるが、チュニジアでは

前例のないものと言うことができ、導入に向けては都市下水高度処理水固有のリスクが存在する。 

チュニジアでは、二次処理後の下水処理水は農業利用（ゴルフ場を含む）がされてきており、

「下水処理水の再利用」についての住民の理解、あるいは法制度がこれを前提に確立されている。

このことが事業展開上のリスクに繋がると考えている。しかし、都市下水高度処理水と二次処理

後の下水処理水では水質が全く異なるため、全く別の物として理解を醸成し、また法制度の改訂

を促していく必要がある。以下、都市下水高度処理水の利用に固有のものとして想定されるリス
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クと対応方針を示す。 

 

＜都市下水の再利用への宗教的制約・心理的抵抗＞ 

 本調査の中で、水質が担保されるのであれば、都市下水高度処理水の工業利用に関心が

あるとの見解を MI より得られた。また農業利用についても、農家に抵抗感は生じないの

ではないかという見解を MAより得られた。しかし、農産物の消費者は国内外の広範にわ

たり、それら全てに抵抗感がないとは言い切れないため、農業利用の展開におけるリス

クになりうるという指摘が MAよりあった。 

 当リスクへの対応にあたっては、先ずはリスクが小さい工業利用への事業展開を優先的

に実施することとする。工業利用の中で都市下水処理水の品質を示した上で、農業利用

において農産物への品質上の問題がないことを科学的に示す。また、農産物の輸出先等

を踏まえ、当該国での都市下水高度処理水への評価・理解を検証し問題ないことを確認

した上で事業展開を進める。 

 

＜都市下水の再利用に向けた法整備の難航＞ 

 農業利用について、現在は二次処理後の下水処理水が利用されているが、1-3に記述し

た通り、二次処理後の下水処理水の水質が低く、水質が低い前提で農業利用に関する法

制度が整備されている。現状のままではその法制度が都市下水高度処理水にも適用され

る。現在は一部の農産物のみ下水処理水の利用が認められているため、都市下水高度処

理水の農業利用を展開するためには法制度の改訂が必要な状況である。MAは法制度の改

訂を進める意思を示しているが、法制度の改訂には多数の省庁との合意形成が必要であ

り、難航するリスクがある。 

 工業利用については、現在は下水処理水の利用は基本的に無かったため、都市下水高度

処理水の工業利用のためには水質基準等を定めた新たな法制度の制定が必要である。MI

は都市下水高度処理水の工業利用に前向きであり、法制度の制定へのコミットメントも

期待できるが、農業利用と同様に、法制度の制定には多数の省庁との合意形成が必要で

あり、難航するリスクがある。 

 当リスクへの対応にあたり、事業展開の初期は「特例措置」の適用を受ける対応を進め

ることで、法整備が難航しても事業展開に支障をきたさないようにする。「特例措置」は

1-3にある通り、関係省庁（農業：MA・ME、工業：MI・ME）のみの承認で実施可能であ

り、MA、MI、MEのいずれも都市下水高度処理水の利用に対し前向きであることが確認で

きたため、事業展開の支障となる懸念は小さい。 

 

その他、必ずしも都市下水高度処理水の利用に固有でないリスクとして、「料金不払い」「自然

災害」がある。 

チュニジアでは、水道料金の不払いが ONAS の経営を圧迫しているという ONAS の指摘もあり、

都市下水高度処理水の利用料を適切に徴収できないリスクがある。ONASに水資源使用料を徴収す

る機能・ノウハウがないことも、都市下水高度処理水の供給における料金不払いのリスクを高め

るものである。このリスクに対応するためには、SONEDE からの助言に基づき、水資源使用料を確

実に徴収する仕組みを確立することが重要である。 
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また、自然災害のリスクも視野に入れる必要がある。地震の少ないチュニジアでは特に洪水に

より都市下水高度処理プラントが破壊される懸念があるため、水処理プラントの設置個所を決定

する際に、洪水リスクの高さを踏まえて検討することが重要である。 
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第3章  ODA 案件化による対象国における開発効果及び提案企業の事業展

開効果 

3-1 提案製品・技術と当該開発課題の整合性 

チュニジアでは、水資源が不足している現状を受け、「表流水・地下水以外の水資源開発」が開

発課題となっている。また、都市下水の水質が低い現状を受け、「水処理プラントの運営技術の向

上」が開発課題となっている。これら 2 つの開発課題は、NPW がもつ技術が大いに解決に資する

ものである。 

 

＜開発課題① 表流水・地下水以外の水資源開発＞ 

 チュニジア国では、特に中南部において慢性的な水不足の状況に陥っており、今後地球

温暖化や人口増加の影響を受け水資源の持続可能性がさらに悪化する恐れがある。 

 ONAS も、このままでは 2030年を待たずにチュニジア国の水資源の危機を迎える状況だ

と言及しており、新たな水資源の開発が求められている。 

 

＜開発課題①の解決に資する NPWの技術＞ 

 NPW は、RO膜を活用した水処理プラントの運用により、都市下水を日本の水道水基準に

適合する品質にまで浄化した高度処理水を生産・供給する技術をもつ。 

 都市下水高度処理水は、飲料水としては宗教的制約・心理的抵抗により利用が困難だが、

農業用水や工業用水として広範な利用が可能な水資源となる。 

 

＜開発課題② 水処理プラントの運営技術の向上＞ 

 ONAS が処理を行った都市下水の水質が低く、臭いや害虫の発生に繋がっており、近隣住

民の不満に繋がっている。また、工場排水は ONAS の管轄ではないものの、更に水質が低

いことが ONAS より指摘されている。 

 

＜開発課題②の解決に資する NPWの技術＞ 

 各種機能膜（RO膜等)を組込んだ水処理プラントを国内外で数多く運営しており、水処

理プラントの運営ノウハウを蓄積している。また、水処理プラントの運営人材の育成も

多数行っており、ONAS の要員に対する技術指導を円滑に行うことが可能である。 

 

3-2 ODA 案件の実施による当該企業の事業展開に係る効果 

NPW がチュニジアで都市下水高度処理事業を展開するためには、前述の通りパイロットプラン

トの設置・運用による検証を行い、法整備等を進め事業環境を整える必要がある。また、NPW は

水処理プラントの設置・運営に関する豊富な実績を保有しているが、都市下水高度処理プラント

を海外に設置した実績がないため、設置・運営能力をチュニジア政府機関・企業等に示すために

もパイロットプラントをチュニジアで設置・運営することが望ましい。 

しかし、NPW は大規模な企業ではないため、多額のイニシャルコストが必要となるパイロット

プラントの設置・運営を自前で実施することは容易ではないことから、ODA 案件化によりパイロ
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ットプラントの設置・運営を行うことを提案する。ODA 案件の実施によりパイロットプラントの

設置を迅速に行うことができるようになり、NPW の都市下水高度処理水のチュニジアへの事業展

開の大幅な加速が期待できる。また、チュニジアへの事業展開を梃子にした、他国への事業展開

についても同様に加速が期待できる。 

 

＜海外事業展開における NPWの強み＞ 

 RO 膜をはじめとする機能膜を組み込んだ水処理プラントの設置・運営に関し、豊富な実

績に基づく技術を擁している。 

 「浄水から排水まで水処理のトータルエンジニアリング」と謳うように、水処理を中心

として、コンサルティング、EPC、O&Mの全てを担うことができる水処理会社という独自

のポジションを築いている。 

 

＜海外事業展開における NPWの弱み＞ 

 多額のイニシャルコストを自前で負担しパイロットプラントを設置・運営することが困

難で、NPWだけでは本格事業展開に向けたチュニジアでの法整備を促すための品質・コ

ストの検証に着手できない。 

 日本国内での下水高度処理プラント設置・運営実績、また海外（中国）での RO膜を活用

した高度処理プラントの設置実績は保有しているが、都市下水高度処理プラントを海外

で設置・運営した実績がない。 

 

＜ODA 案件化により期待できる効果＞ 

 ODA を活用したチュニジア国でのパイロットプラントの設置により、都市下水高度処理

水の品質・コスト、および NPW の海外での水処理プラントの設置・運営能力を実証的に

示すことができる。 

 RO 膜を活用した都市下水高度処理水の品質の高さを示し、販売価格が既存の水資源より

高額であっても導入する価値があるものであることを示すことができる。 

 

＜NPW の将来の海外事業展開における効果＞ 

 都市下水高度処理プラントのチュニジア国での設置・運営実績を梃子に、チュニジア国

全土はもちろん、隣国等のアフリカ広域、また急速な経済発展により将来の水不足が懸

念される東南アジア等に対して事業を展開することが可能になる。 
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第4章  ODA 案件化の具体的提案 

4-1 ODA 案件概要 

チュニジアでは、RO膜を活用した都市下水高度処理水を水資源として利用した実績がないこと

から、都市下水高度処理水に対する懐疑的な意見が現時点では少なくない。しかし、処理水の品

質が高いものであることが科学的に証明できれば是非活用したいという意見が政府機関等におい

て大勢を占めている。このため、NPW がチュニジアで事業を展開するためには、実際にチュニジ

アの都市下水を活用した都市下水高度処理をパイロットプラントで実施し、水質に対する理解の

醸成や法整備等、事業展開に必要な環境整備を進める必要がある。 

一方、NPW の企業規模を考慮すると、先行してチュニジアに大きな投資を行うことは現実的で

なく、都市下水高度処理水の品質を実証するためのパイロットプラントの設置を自前で行うこと

は難しい。そこで、先ず事業展開の第一歩として、ODA を活用して都市下水高度処理パイロット

プラントの設置を行い、水質やコストを検証することで、事業展開に必要な環境整備を迅速に進

めることを提案する。＜フェーズ 1＞ 

 

ODA を活用したパイロットプラントによる検証を受け、チュニジアにおいて都市下水高度処理

水の活用に向けた環境整備が進んだ後には、チュニジアの水資源不足の課題を解決するための商

用プラントの設置に取り組むことが肝要となる。ここで、チュニジア中部・南部の各地において、

有償資金協力によるプラントの設置を行うことを提案する。＜フェーズ 2＞ 

 

 

図 4-1 ODA実施シナリオ（案） 

 

4-2 具体的な協力内容及び開発効果 

 ODA 案件＜フェーズ 1＞の実施方針 

パイロットプラントは、「水質」と「コスト」の 2 点について、チュニジアの都市下水を用い、

チュニジアの環境下で検証を行うことを目的としている。ODA スキームは、迅速な着手が可能な

特例スキームの活用が望ましいが、技術協力のスキームも視野に入れて検討する。以下、ODA 案

件＜フェーズ 1＞の具体的な進め方の提案内容を示す。 

 

＜パイロットプラントの設置目的＞ 

 NPWが設置・運営する都市下水高度処理プラントが、チュニジアでも日本と同様に高い

水質の処理水を供給できるかを検証することを第一の目的とする。検証にあたっては、

フェーズ1

都市下水高度処理パイロットプラントの導入
フェーズ2

都市下水高度処理プラントの本格展開

 都市下水高度処理水が、チュニジアにおいても高
い水質を担保でき、農業利用・工業利用に適する
ことを検証する

 都市下水高度処理にかかるコストが相対的に低
廉であることを検証する

 都市下水高度処理水を農業・工業利用することで、
チュニジアの水資源不足を緩和する

 高品質な都市下水高度処理水を供給することで、
従来は実施が困難だった産業をチュニジアでも実
施できる環境を整える
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塩分濃度等の水質を測定するだけでなく、将来の農業・工業への活用を見据え、処理水

を農業・工業に試験的に使用し、生産物に影響がないかの検証も行う。 

- 農業については、パイロットプラント近隣において農作物を栽培し、実際に処理水

を散布する。農作物はもちろん、処理水を散布した土壌についても検証を行う。 

- 工業については、処理水をタンクで工場に輸送し、実際に工場の生産工程で処理水

を利用し、製品の品質に影響がないかを検証する。 

 NPW が設置・運営する都市下水高度処理プラントの運営コストを検証することを第二の

目的とする。主に、チュニジアの都市下水の水質でも海水淡水化等の技術に比べ低コス

トで運営できるか（RO膜の交換コスト、プラントの修理コスト等に影響はないか）、電

力の効率的運用等の検証を行う。 

 

＜検証方法＞ 

 パイロットプラント稼働後、1 カ月に 1度の頻度で水質検査を行う。パイロットプラン

ト建設期間中に、NPW が持つ水質検査技術についてチュニジア人スタッフに指導し、現

地で検査を実施できる体制を整える。該当するチュニジア人スタッフは ONASより配属さ

れる。 

 農業利用に係る検証については、CBBC の協力により実施する。CBBCの敷地内にて試験栽

培を行う。栽培を行う農作物、検証手法等は NPW との協議の上で決定する。 

 工業利用に係る検証については、YKK スース工場の協力により実施する。YKKが通常実施

している検査手法にて水質検証および製品の品質への影響検証を行う。 

 コストの検証については、1カ月に 1度の頻度で発生コストの検証を行うとともに、パ

イロットプラント運営終了時に詳細検証を行う。 

 検証結果は積極的に広報するものとし、チュニジアにおいてセミナーを年 2回実施し、

広報用レポートを年 2回作成する） 

 

＜パイロットプラントの設置場所＞ 

 ソリマン近郊の都市下水処理中間施設の敷地内に設置し、同施設の下水を利用する。 

 都市下水高度処理パイロットプラントの設置には 10m x 20m 程度の土地が必要だが、充

分な敷地があることを確認しており、また土地所有者の ONASより設置の許諾を得ている。 

- 同施設はボルジュセドリア・テクノパークからほど近く、同テクノパーク内の CERTE

の研究所には水処理プラントの技術者もおり、本案件への協力を得られることを確

認済みであることから、プラント運営に問題が生じた際にもサポートを受けやすい

立地である。 

- ボルジュセドリア・テクノパークの研究施設では、研究用に 500m3/day程度の水を

使用していることから、パイロットプラントの処理水をタンクで輸送すれば研究利

用も可能である。 

 

＜パイロットプラントの仕様（概要）＞ 

 パイロットプラントの規模は、水質検証のために必要な水量を考慮すると、少なくとも

50m3/day 程度が必要である。 
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 供給される都市下水高度処理水の量が限られており、水道管の敷設はコストに見合わな

いことから、処理水の輸送はタンクで行う。 

 パイロットプラントでの処理に伴い発生する汚泥は、スクリュードライバーなどの汚泥

引抜ポンプにより、都市下水処理中間施設の汚水槽に戻すことを想定している。 

 

＜実施体制＞ 

 パイロットプラント稼働の 1ヶ月前より 3ヵ月間、日本人技術者がチュニジアに常駐し、

チュニジア人技術者の技術養成を行う。稼働後の 2ヶ月間は日本人技術者・チュニジア

人技術者が共同でパイロットプラントの運営を行う。 

 以降はチュニジア人技術者が運営を行う。日本人技術者は日本から遠隔で運営支援を行

うとともに、定期的に訪問し運営状況を確認する。 

 

 

図 4-2 パイロットプラントの運営体制 

 

＜イニシャルコスト＞ 

 検証目的に鑑みた最低限の規模である 50m3/day の都市下水高度処理プラントの設置コ

ストは、以下の各費目を合計し、約 6,000 万円1と見積もっている。 

- 機材調達費（MBR システムに係る部品、RO膜等） 

- 建設費（MBR・ROシステム、中間処理施設からの汚水導入ポンプ等） 

- 労務費（日本人技術者） 

- 現地業務費 

 

＜ランニングコスト＞ 

                             
1 NPW 試算 

稼働1ヶ月前より3ヶ月間
（技術養成期間）

現地

プロセス技術者
(MBR)

電気・計測技術者

プロセス技術者
(RO)

プロセス技術者
(MBR, RO)

/プロジェクト・マネジャー

電気・計測技術者

チュニジア人
技術者

以降（遠隔支援期間）

プロセス技術者
(MBR)

電気・計測技術者

プロセス技術者
(RO)

プロセス技術者
(MBR, RO)

/プロジェクト・マネジャー

電気・計測技術者

現地 日本

【凡例】

日本人技術者
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 チュニジアにおける 50m3/dayの都市下水高度処理プラントの運営に必要なランニング

コストは、労務費を含む以下の各費目を合計し、年間 373万円程度と見積もっている。1

このランニングコストについては、金額規模を説明の上で ONASより負担する旨の返答を

得ている。 

- プラント運営労務費（36MM x 7.94 万円/月2 = 286万円） 

- 電気代（{62kwh/day(MBR)+43kwh/day(RO)} x 11.2円/kwh3 x 365 日 = 43 万円） 

- 薬品代4（370kg/年 x 892 円/kg = 33 万円） 

- 水質検証費（月 1回で計 10 万円） 

 処理水運搬費、ネットワーク代、水道代、故障時の修理費用等のその他のコストは僅少

であるため問題ない。 

 この他に、ODA 案件のプロジェクト管理を担うコンサルタントの計 20MM程度の発生を想

定している。 

 

＜協力機関＞ 

 ONAS（C/P、ランニングコストの負担、土地および都市下水の無償提供）LOI取得済 

 CBBC（プラントで造る再生水の農作物への利用に関する実験・検証） 

 CERTE（プラントで造る再生水の質の研究） 

 ME、MA、MI、INNORPI（法整備支援） 

 YKK（プラントで造る再生水の、工業用水としての利用に関する実験・検証） 

 

＜スケジュール・スキーム＞ 

 チュニジアにおいては、政府機関をはじめパイロットプラントによる検証作業の受入体

制はほぼ整っており、本調査後すぐに着手することが可能である。また、都市下水高度

処理は日本国内では既に確立された技術であり、NPW の事業展開方針に照らしても迅速

なパイロットプラントの展開が肝要である。 

 上記を受け、一般的な ODAスキームとは異なる特例スキームでの実施を想定し、2013年

7月にプロジェクトを開始する。また、通常の ODAスキームでの実施の場合、チュニジ

アでは無償資金協力の検討は困難であり、かつ検証目的であることを踏まえると有償資

金協力はチュニジア政府機関の想定にないことから、技術協力のスキームで技術支援の

一環としてパイロットプラントを供与し実証を行うことになると考えられる。この場合

は、2015 年 4月のプロジェクト開始を見込む。 

 パイロットプラントの設計・製造に 6か月、チュニジアへの輸送に 2ヶ月、プラント建

設に 1 カ月を見込む。特例スキームの場合は 2014年 4 月、通常スキームの場合は 2016

年 1月のパイロットプラントを稼働させる。 

                             
1 特に脚注のないものは NPW 試算 
2 JETRO「Comparing investment costs」 
3 JETRO「Comparing investment costs」 
4 薬品は、シュウ酸、次亜塩素酸ソーダ、硫酸、苛性ソーダ、重亜硫酸ソーダを利用する想定 
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 パイロットプラントの検証は、少なくとも 1年は必要であると考える。季節ごとの差異

を踏まえた検証を行う必要があることや、農業利用に係る検証には農作物の生育に要す

る期間を考慮している。 

 パイロットプラントの運営に係る、チュニジア人技術者に対する技術養成は、前述のと

おり稼働 1ヶ月前から 3 ヵ月間を現地で、以降は日本から遠隔で行う。 

 パイロットプラント稼働後は、水質検証結果を踏まえたデモンストレーションをチュニ

ジア政府機関や企業等に対して随時実施し、都市下水高度処理水の利用促進に向けた理

解醸成や法整備を促す。また、近隣コミュニティに対する開発支援も随時行う。 

 

 
図 4-3 ODA案件＜フェーズ 1＞のスケジュール（特例 ODAスキームの場合） 

 

 
図 4-4 ODA案件＜フェーズ 1＞のスケジュール（通常 ODAスキームの場合） 
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技術養成
（現地）

技術養成
（遠隔チュニジア－日本間）

プロジェクト管理プロジェクト計画
プロジェクト
準備

政府機関等とのコミュニケーション・コミュニティ機能形成

プロジェクト
管理

プラント設置・
運営支援

プラント
運営

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期

プロジェクト
管理

プラント設置・
運営支援

プラント
運営

要望調査 プラント稼働

協力準備調査・協力合意締結

2013 2014

4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112

第1
四半期

第2
四半期

第3
四半期
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四半期
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＜その他の検討事項 ①コミュニティ開発支援＞ 

 パイロットプラントの設置目的に鑑みると、パイロットプラントの設置自体でのチュニ

ジアに対する裨益効果は非常に限られている。将来の本格商用プラントを設置し大きな

裨益効果を創出するまでの準備段階としての位置づけが色濃くなってしまう。しかし、

国費を投入する事業である以上、チュニジアへの裨益効果を創出することは要件と考え

るため、都市下水高度処理水の供給だけでなく、周辺コミュニティにおける開発支援を

実施することを想定している。 

 具体的には、都市下水高度処理水のノウハウを活用した、近隣の農業支援を検討する。

近隣の農業従事者に対し、水質に応じた農作物の選び方、栽培方法について、CBBCと連

携しながら支援を行うことができる。また、都市下水高度処理水のような高品質な水を

活用することで、より高付加価値な農作物の栽培が可能になることを示し、将来の本格

プラント設置時に近隣の農業従事者が高付加価値農業に着手できる環境を整える。 

 

＜その他の検討事項 ②植物工場・太陽光電池の設置＞ 

 パイロットプラントでは、僅かとはいえ一定の都市下水高度処理水を供給することが可

能である。近隣にあるボルジュセドリア・テクノパークに供給することも想定している

が、パイロットプラントに隣接する形で処理水の供給先を新設することでより実用的な

検証を行いやすい環境が整えられる。 

 高度な植物工場をパイロットプラントに隣接する形で設置すれば、灌漑農業に比べて水

の消費量が大幅に少ないこともあり、適切な運営が可能である。上記の農業向け検証を

効率的に実施することができる。 

 植物工場で、チュニジアの気候・環境の制約に係らず高付加価値の農産物を生産するた

めには太陽光でなく人工光を用いる必要があり、そのための電力源としては太陽光発電

装置を併設することが有効である。 

 

 ODA 案件＜フェーズ 2＞の実施方針 

ODA 案件＜フェーズ 1＞の検証結果を受け、都市下水高度処理水の農業・工業への利用に向けた

理解醸成・法整備を経た後に、農業・工業に利用するための本格商用プラントを有償資金協力に

よりチュニジア中部・南部の各都市に設置し、チュニジアの水資源不足の緩和に貢献する。実施

方針はパイロットプラントの検証結果を受けて変更することとなるが、以下に現時点での想定を

示す。 

 

＜設置場所＞ 

 中部・南部に 10 基を設置する。 

 

＜仕様（概要）＞ 

 規模は各 10,000m3/day 程度とする。 
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＜実施体制＞ 

 プラント 1基につき、プロセス技術者 5名、電気・計測技術者 1名の計 6名程度のチュ

ニジア人技術者を配置する。 

 

＜イニシャルコスト＞ 

 プラント 1基につき 7億円程度を想定している。 

 

＜協力機関＞ 

以下は想定であり、各機関の確認をとったものではない。 

 ONAS（C/P、ランニングコストの負担） 

 MA（農業利用の促進支援） 

 MI（工業利用の促進支援） 

 SONEDE（ONAS への水供給運営ノウハウ提供） 

 

＜スケジュール＞ 

 有償資金協力に係る協力準備調査・協力合意締結を実施するためには、フェーズ 1実施

期間中に準備を進めておく前提でも少なくとも 1年間は必要となることを想定し、フェ

ーズ 1 終了後の 1 年 3か月後にフェーズ 2 を開始する。 

 フェーズ 1で特例 ODAスキームを活用した場合は 2016年 10月にプロジェクト開始、2017

年 7月に第 1基のプラントが稼働する。通常 ODA スキームを活用した場合は、2018 年 7

月にプロジェクト開始、2019年 4月に第 1 基のプラントが稼働する。 

 10 基のプラントは、有償資金協力プロジェクト期間内に順次稼働するものとする。それ

ぞれの稼働タイミングをずらすことで、日本人の技術者を効率的に活用する。 
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図 4-5 ODA案件＜フェーズ 2＞のスケジュール（フェーズ 1 で特例 ODAスキームを活用） 

 

＜開発効果＞ 

 水資源が不足する中部・南部で、主に工業用水として 100,000m3/day を都市下水高度処

理水として供給する。 

 都市下水高度処理水の水質、および工業用水の現状のコストに鑑み、1m3あたり 1TND で

の販売を見込んでおり、10基が稼働すると年間 21.6 億円程度の収益を創出する。 

 

 案件化を通じた技術・ノウハウの展開 

ODA 案件化を通じ、NPW が培ってきた水処理プラントの運営技術をチュニジア人技術者に展開し、

将来のチュニジアにおける雇用創出に繋げることを目指す。以下、NPW で実施している技術研修

に基づき、チュニジア人技術者に対して実施することを想定している技術研修の項目である。座

学研修および現場研修により、MBRプロセスと ROプロセスについての理解を深める。 

 

表 4-1 水処理プラント技術研修の項目 

大項目 研修形式 小項目 

MBRプロセスについて 座学研修 MBRの基本原理 

  活性汚泥法との違い 

  浸漬膜について（平膜、中空糸膜） 

  膜材質について（CA膜、PE膜、PVDF膜） 

  浸漬膜の役割 

  MBRの構造 

  最適 MLSS濃度について 

フェーズ1 フェーズ2

2013.7

プロジェクト開始

2014.4

プロジェクト開始

2016.102015.7

プラント稼働 稼働開始

2017.7

協力準備調査・
協力合意締結

本格プラント設置・運用
（5ヵ年）

パイロットプラント
設置・運用

2021.10

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

1基目（17’7月）
2基目（17’12月）

3基目（18’5月）
4基目（18’10月）

5基目（19’3月）
6基目（19’8月）

7基目（20’1月）
8基目（20’6月）

9基目（20’11月）
10基目（21’4月）

パイロット
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  MBR設計法について 

  運転のポイント（温度、MLSS濃度、pH、温度、BOD、COD、

塩分濃度、溶存酸素濃度、有害物質） 

  運転データの検討法 

  トラブル時の対応方法 

  制御システム 

  異常警報システム 

  MBRの基本原理 

  活性汚泥法との違い 

  浸漬膜について（平膜、中空糸膜） 

  膜材質について（CA膜、PE膜、PVDF膜） 

 現場研修 現場見学、説明 

  実運転実習（正常運転、異常時対応） 

  薬品調整、添加 

  膜洗浄 

  トラブル対応法 

ROプロセスについて 座学研修 ROの基本原理 

  RO膜法のメリット、デメリット 

  他の脱塩法との比較 

  RO膜の種類（平膜、スパイラル膜、中空糸膜） 

  膜材質について（CA膜、複合膜） 

  RO膜の役割 

  RO膜の構造 

  RO膜プロセス設計法について 

  運転のポイント（温度、濁質濃度、SDI、イオン組成、

塩分濃度、pH、BOD、COD、有害物質） 

  運転データの検討法 

  トラブル時の対応方法 

  制御システム 

  異常警報システム 

 現場研修 現場見学、説明 

  実運転実習（正常運転、異常時対応） 

  薬品調整、添加 

  洗浄 

 

4-3 他 ODA案件との連携可能性 

 JICA 案件との連携可能性 

JICA で 2009 年度より実施している「南部地下淡水化計画」は非常に連携可能性の高い案件で
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あると考えている。 

先ず、提案する ODA 案件と同様に、RO 膜を活用した水処理プラントを使用しており、ノウハウ

の共有を行いやすい点が挙げられる。例えばチュニジア人技術者の育成に際し、ベン・ゲルデン

のプラントでの実地研修等を行えば、理解が容易に深まることが想定される。 

また、将来の事業展開を見据えると、ベン・ゲルデンを含むチュニジア南部にも都市下水高度

処理プラントを設置することが想定され、機材調達や管理業務の効率化を図れる可能性が期待で

きる。 

 

 他ドナー案件との連携可能性 

チュニジアでは、水資源に係る開発課題が大きく存在するため、各ドナーが水関連プロジェク

トを進行中である。都市下水高度処理プラントと技術的な親和性が高い案件は多く、特に RO膜を

活用したプラントであれば技術者の共有が可能である。他ドナーの案件で技術を培ったチュニジ

ア人技術者に都市下水高度処理プラントの運営についても技術指導等で協力を仰ぐことができれ

ば、円滑な事業展開が可能である。 

また、ONAS を C/Pとしたプロジェクトも多くあることから、チュニジアの下水処理に関連する

情報・ノウハウの共有による開発効果の更なる向上にも期待できる。 

 

4-4 その他関連情報 

対チュニジア国別援助計画の内容と、提案する ODA 案件の親和性は極めて高い。開発上の課題

の１つとして、また対チュニジア国経済協力の重点分野/課題の 1つとして、「水資源開発・管理」

が掲げられており、提案する ODA 案件と一致する。また、我が国の経済協力の目指すべき方向性

として、「既に基礎的な技術水準を獲得しつつあることを踏まえ、我が国が強みを持つ技術・ノウ

ハウを活用できる分野への支援」とある。都市下水高度処理は、今後大きく普及することが見込

まれる先進的と言える技術であり、また膜技術をはじめ我が国の技術が強みを持つ分野であるこ

とから、合致するものと言える。また同方向性として、「効果的援助の実施の観点から、同国と協

力して他のアフリカ諸国への南南協力を推進」とある。NPW はチュニジアへの事業展開を皮切り

にアフリカ諸国への事業展開を視野に入れており、南南協力にも貢献できる可能性が充分にある

点も、方向性に整合するものである。 
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第5章  現地調査資料 

5-1 調査行程 

 第 1 回現地調査（2012 年 12月 17 日-12月 24日） 

調査実施者：横山文郎、中嶋光敏、後藤英司 

 

日付 時刻 行 程 宿泊 備考 

12/17(月) - (移動)成田→ドバイ ドバイ→チュニス -  

12/19(水) 9：00 ソリマン下水処理場訪問 チュニス  

 10：30 CRTEn 訪問   

 11：00 CNRSM 訪問   

 11：30 ボルジュセドリア･テクノパーク運営会社との打ち合

わせ 

  

 12：00 CERTE との打ち合わせ   

 12：30 CBBC との打ち合わせ   

12/20(木) 9：00 ONAS との打ち合わせ チュニス  

 14：45 ボルジュセドリア・テクノパークの実験的下水処理施

設訪問 

  

 16：00 Choutrana 下水処理場訪問   

12/21(金) 9：00 EPPM との打ち合わせ チュニス  

 16：00 在チュニジア日本大使館との打ち合わせ   

12/22(土) 9：00 INAT との打ち合わせ チュニス  

12/23(日) 10：00 Mornag 所在の温室訪問 チュニス  

 14：30 Choutrana 下水処理場の二次処理水利用のゴルフ場

訪問 

  

12/24(月) 9：00 MAとの打ち合わせ -  

 - （移動）チュニス→ドバイ ドバイ→成田   

 

 第 2 回現地調査（2013 年 1月 9日-1 月 19日） 

調査実施者：種本弘晃、横山文郎、入田啓輔、平林潤、朝山絵美、小田麻奈美、鯉沼秀臣 

 

日付 時刻 行 程 宿泊 備考 

1/9(水) - (移動)成田→ドバイ ドバイ→チュニス - - 

1/10(木) 15：00 EPPM 訪問 チュニス 1 

 17：00 JICA チュニジア事務所訪問  1 

1/11(金) 9：00 在チュニジア日本大使館訪問  1 

 10：10 CRTEn との打ち合わせ チュニス 1 

 12：00 CERTE との打ち合わせ  1 
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 13：00 ボルジュセドリア･テクノパーク運営会社との打ち合

わせ 

 1 

 13：15 CBBC との打ち合わせ  1 

 15：30 ONAS との打ち合わせ  1 

 17：00 在チュニジア日本大使館との打ち合わせ  1 

1/12(土) 9：00 SOLIMAN 下水処理場との打ち合わせ、施設見学 チュニス 1 

1/13(日) 9：00 Atlas Consult との打ち合わせ チュニス 1 

1/14(月) - 資料作成 チュニス - 

1/15(火) 14：30 SanLucar Fruit S.L“5th season” 農場との打ち合

わせ、施設見学 

ガベス 2 

1/16(水) 9：00 ガベス下水処理場との打ち合わせ、施設見学 チュニス 2 

 11：00 GCT との打ち合わせ  2 

 14：00 MIとの打ち合わせ  3 

 17：00 JICA チュニジア事務所訪問  3 

1/17(木) 10：00 ME(CITET) との打ち合わせ チュニス 4 

 15：00 API との打ち合わせ  4 

 16：30 AfDB 訪問  4 

 18：20 SONEDE との打ち合わせ  4 

1/18(金) 9：00 JICA チュニジア事務所訪問 - 5 

 9：30 MAとの打ち合わせ  6 

 - （移動）チュニス→ドバイ ドバイ→成田  - 

 

＜備考＞ 

 1 は全調査実施者が実施 

 2 は横山、平林、小田が実施 

 3 は朝山が実施 

 4 は横山、平林、朝山、小田が実施 

 5 は平林が実施 

 6 は横山、朝山、小田が実施 

 

5-2 関係者（面会者）リスト 

所 属 氏 名 役 職 

ME(CITET) Fadhel Mhiri Technologies transfer engineer cheif of unit 

ME(CITET) Hmida Naouali Lab engineer chief of unit 

ME(CITET) Hela Gamaoun  

MA(DGGREE) Zoubair Bouhlali Engineer 

MA(DGGREE) Salah Aouididi Engineer 

MA(DGGREE) Souad Dkhil  
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MA(DGGREE) Fatma Masmoudi  

MA(DGGREE) Najet Gharb  

MA(DGGREE) Lotfi Ben Mahmoud  

MA(DGGREE) Anis mhiri  

MA(DGGREE) Faycel Sayoui  

MA(DGGREE) Rakia Laatiri  

MA(DGGREE) Saad Seddik  

MA(DGGREE) Rakya Laatiri Director General 

MA(DGGREE) Soued Dkhil Director on water economy 

MA(DGGREE) Fatma Messaoudi Director on vegetable production 

MA(DGGREE) Dhahbi Ghanmi  

MA(DGGREE) Salah Aouididi  

MA(DGRE) Moncef Rekaya Director 

MA(DGRE) Najet Rtimi  

MA(DGPA) Said Abdelfattah Responsable on wastewater reuse 

MSP Jamel Challouf  

INRGREF Saloua Rejeb Professor 

INRGREF Mamia Trad rais Professor 

INRGREF Mohamed Hachicha Professeor 

MI Ridha Klai  

API Noureddine Taktak Deputy Managing Director 

API Ridha Dridi Director 

API Wajdi Neffati Head of Department in the International 

Cooepartion 

API Mouheb Kasraoui  

ONAS Essaied Naassaoui  

ONAS Khlil Attia Director General 

ONAS Lotfi Marouani Researcher 

ONAS Nabiha Ouerfelli Researcher 

ONAS Hanen Mekki Researcher 

ONAS Tarek Chaabouni  

ONAS Noureddine Ben Aissa  

SONEDE Hédi Belhaj Chief Executive Officer 

SONEDE Adnen Boubakker Director of the Studies Department 

SONEDE Moueddeb Jemail Production Department Director 

SONEDE Abderraouf Nouicer Environment and Desalination Department 

Director 

SONEDE Mosbah Helali Energy Conservation Department Director 
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SONEDE Aouini Ezzeddinne  

SONEDE Med Ali Soussi  

SONEDE Mongi Karrit  

ソリマン下水処理場 Ali Cheref Chef Distrctor of Soliman 

ガベス下水処理場 Mohsen Chtioui Manager  

ガベス下水処理場 Anis Jabri Engineer 

CRTEn Brahim Bessaies Director General 

CRTEn Amen Allah Guizani Head of Laboratory 

CRTEn Abdellatif Belhadj Head of Laboratory 

CRTEn Slah Ben Mabrouk Professor 

CRTEn Med Dabbouche Researcher 

CRTEn Kamilia Ben Youssef Researcher 

CRTEn Ahmed Researcher 

CRTEn Brahim Bessais Director General 

CERTE Ahmed Ghrabi Professor 

CERTE Mohamed Ben Youssef Director General 

CERTE Mohamed Ben Amor Professor 

CERTE Mohamed Kefi  

CERTE Hamadi Kakkali  

CERTE Ahmed Ghrabi  

CBBC Chedly Abdelli Director General 

CBBC Ahmed Mliki Professor 

CNRSM Adel Mnif  

INAT Abdelaziz Ben Mougo Expert in water  

INAT Elyes Hamza Expert   

INAT Karima Kouki Director 

INAT Karim Ergaieg Doctor in water reuse for agriculture 

ボルジュセドリア･テクノパ

ーク運営会社 

Moncef Alssaoui Chief Exective Officer 

ボルジュセドリア･テクノパ

ーク運営会社 

Elaid Ben Ali Technical Director 

ボルジュセドリア･テクノパ

ーク運営会社 

Zied Ounissi  

SanLucar Fruit S.L“5th 

season” 農場 

Johan Van Weyenbergh General Manager 

SanLucar Fruit S.L“6th 

season” 農場 

Kamel Khaled Production Director 

GCT Nouredine Trabelsi Director of environment 

GCT Taher Legouil Engineer 
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GCT Abderrahmane Hadj 

Belgacem 

Engineer 

GCT Fethi Nebili Engineer 

GCT Fehmi Hafi Engineer 

EPPM Meriem Hachiche Biology Industry Engineer 

EPPM Meriem Megdiche Researcher 

EPPM Ahmed El Euch  

EPPM Belgacem Mezni  

 

5-3 打ち合わせ記録 

※本打ち合わせ記録は、記録内容に関し参加者の確認をとったものではありません。 
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5-4 収集資料 

 現地受領資料 

 ONAS・CERTE・CRTEn・CBBC の Letter of Interest（P92） 

 MA の Letter of Interest（P94） 

 CBBC ヒアリング時の受領資料（P95） 

 CRTEn ヒアリング時の受領資料（P99） 

 MI ヒアリング時の受領資料（P107） 

 GCT ヒアリング時の受領資料（P108） 

 SONEDE ヒアリング時の受領資料（P124） 

 FIPA ヒアリング時の受領資料（P125） 
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 その他参考資料 

 NPW リネン排水再利用システム賞状（P135） 

 NPW リネン排水再利用システム認定証（P136） 

 チュニジアにおけるプラント設置・計画一覧（P137） 

 廃水再利用技術保有企業一覧（P138） 

 高品質水ニーズ候補企業一覧（P141） 
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チュニジアにおけるプラント設置・計画一覧 

 

地域 県 地名 年 
規模 

[m3/日] 
技術 水源 

center Sfax Kerkennah 1983 3,300   Brakish 

south Gabes Gabes 1995 34,000   Brakish 

south Medenine Zarzis 1999 15,000   Brakish 

south Medenine Djerba 2000 15,000   Brakish 

south Medenine Djerba 2007 5,000   Brakish 

south Tozeur Tozeur 2014 6,000  RO Brakish 

south Tozeur Nafta 2014 4,000  RO Brakish 

south Tozeur Hezoua 2014 800  RO Brakish 

south Kebili Kebil 2014 6,000  RO Brakish 

south Kebili Souk Lahad 2014 4,000  RO Brakish 

south Kebili Douz 2014 4,000  RO Brakish 

south Gabes Matmata 2014 4,000  RO Brakish 

south Gabes Mareth 2014 5,000  RO Brakish 

south Medenine Beni Khedache 2014 800  RO Brakish 

south Gafsa Belkhir 2014 1,600  EDR Brakish 

south Tozeur Degueche 2016 2,500  RO / EDR Brakish 

south Kebili Kebil 2016 2,000  RO / EDR Brakish 

center Sidi Bouzid El 

Meknassi-Mazouna-Bouzian 

2016 2,000  RO / EDR Brakish 

south Medenine Ben Guerdane 2016 7,500  RO / EDR Brakish 

south Gafsa Gafsa non-Gafsa sud-Ksar 2016 9,000  RO / EDR Brakish 

south Gafsa Mdhila-Gtar-Ayeycha 2016 2,500  RO / EDR Brakish 

south Gafsa Metlaoui 2016 3,000  RO / EDR Brakish 

south Gafsa Redayef-Moulares 2016 4,000  RO / EDR Brakish 

south Medenine Ben Guerdane 2010 

-2015 

2,000   Brakish 

south Medenine Jerba 2012 50,000  RO Sea Water 

south Gabes Zarrat 2015 50,000  RO Sea Water 

center Sfax Sfax 2016 50,000  RO Sea Water 

center Sfax Sfax 2020 50,000  RO Sea Water 

center Sfax Sfax 2025 50,000  RO Sea Water 

center Sfax Kerkennah 2015 6,000  RO Sea Water 

south Medenine Benguerdane 2015 2,000  RO Ground 

Water 
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廃水再利用技術保有企業一覧 

 

企業名 
会社売上 

(百万円) 
従業員数 業種 所在地 展開地域 使用する技術 

Nippon Pure 

Water Inc. 

1,385 （単独）40

人 

水処理装置の開発及

び、自家水道システ

ムの事業化計画・認

可取得・設計・施行・

メンテナンス  

工業用・商業用・家

庭用浄水装置の製造

販売・メンテナンス 

日本 （廃水再利

用）日本国

内 

(廃水)MBR＋RO 

（海水）RO 

General 

Electric Co 

11,754,330 （ 連 結 ） 

301,000 人 

（ 2011/12

期 ） 

総合重機 、 プラン

ト設備工事 、 重電

（電力設備） 、 重

電（原子力発電） 、 

水処理機械 、 民生

用空調機器 、 鉄道

車両 、 医療用電子

機器 、 映画製作・

配給 、 医療情報シ

ステム開発  

米国 （廃水再利

用）クウェ

ート 

（海水淡水

化）アルジ

ェリア 

その他の進

出地域は不

明 

RO/NF/UF/MF 、

EDI（電気透析

器）や、EDR（極

性転換型電気透

析器）MBR等の技

術があるが、廃

水再利用、海水

淡水化に使って

い る 技 術 は 不

明。 

Siemens AG 8,014,011 （ 連 結 ） 

370,000 人 

（ 2012/09

期）  

総合重機 、 プラン

ト設備工事 、 重電

（電力設備） 、 水

処理機械 、 鉄道車

両 、 医療用電子機

器 、 医療情報シス

テム開発  

ドイツ （廃水再利

用）アメリ

カ 17件、カ

ナダ 1 件、

オーストラ

リア 3 件、

イギリス 1

件、イタリ

ア 1 件、ス

ペ イ ン 1

件、中国 1

件、シンガ

ポール 2件 

（海水淡水

化）アメリ

カ、オース

トラリア、

MBR、UV 殺菌、

RO 等の技術はあ

るが廃水再利用

に使っている技

術は不明。 
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ヨーロッパ 

Hyflux Ltd. 30,626 （ 連 結 ） 

2,300 人 

（ 2011/12

期）  

水処理機械 、インフ

ラ（水） 

シンガポ

ール 

（廃水再利

用）シンガ

ポール、中

国 

（海水淡水

化）北アフ

リカ（主要

案件ではア

ル ジ ェ リ

ア） 

RO膜を使った海

水淡水化の実績

あり。MBR、MF、

UV 殺菌の技術も

あるが、技術の

組み合わせ方不

明。 

水道機工 15,046 （ 単 独 ） 

194 人 

（ 2012/03

期）  

（ 連 結 ） 

441 人 

（ 2012/03

期）  

水処理機械  日本 （海水淡水

化）アジア

太平洋 

（廃水）MBR+RO 

日立プラン

トテクノロ

ジー  (非上

場) 

334,339 （ 単 独 ） 

3,971 人 

（ 2012/03

期） 

（ 連 結 ） 

6,500 人 

（ 2012/03

期）  

プラント設備工事 、 

水処理機械 、 半導

体・液晶製造装置（後

工程）  

日本 （海水淡水

化）アジア

太平洋、中

東、南米、

ヨーロッパ 

（廃水再利

用）シンガ

ポール、サ

ウジアラビ

ア 

（廃水）MBR+RO 

日 本 錬 水 

(非上場) 

10,932 （ 単 独 ） 

276 人 

（ 2012/03

期）  

水処理機械  日本 （海水淡水

化）アジア

太平洋 

（廃水再利

用）不明 

（廃水）MBR＋RO 

三菱化学エ

ンジニアリ

ング（三菱レ

イヨン関連

会社） 

76,777 （ 単 独 ） 

1,466 人 

（ 2012/03

期）  

プラント設備工事  日本 （海水淡水

化）アジア

太平洋 

（廃水再利

用）不明 

（廃水）MBR+RO 
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Veolia 

Environneme

nt SA（子会

社に Sidem） 

3,294,566 （ 連 結 ） 

331,266 人 

（ 2011/12

期）  

インフラ（水）  フランス （海水淡水

化 ） ア ジ

ア ・ 豪 州

11%、中東・

インド・ア

フ リ カ

10 ％、南北

ア メ リ カ

6％ 

（廃水再利

用）インド、

オーストラ

リア、オラ

ンダ等（そ

の他にもあ

ると考えら

れるが詳細

不明） 

ROプラントを作

っていること、

MBR の技術を持

っていることは

わかっているが

技術の組み合わ

せ方は不明 

Waterleau 

Group Nv （非

上場） 

7,213 （単独）191

人 

水処理機械、空気浄

化、廃棄物処理、エ

ネルギー 

ベルギー （海水淡水

化）中国、

米国、エジ

プト、トル

コ、アルジ

ェリア、ブ

ラジル等 

（廃水再利

用）モロッ

コ 

RO 技術もある

が、モロッコの

再利用水は MBR

を利用。 
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高品質水ニーズ候補企業一覧 

 

 
地域 投資国 会社名 産業 製品内容 

資本 

(千 TND） 

チュニジ

アの従業

員数 

1 ‘‘ Tunisia GROUPE CHIMIQUE 

TUNISIEN 

chemicals and 

chemical products 

Nitrogen and 

fertilizer 

products. 

476,084  2,120  

2 Gabes Spain SanLucar Fruit 

S.L 

food 

products-fruits 

and vegetables 

Vegetables     

3 Sousse Saudi 

Arabia - 

Italy 

STE TNNE DES 

INDUSTRIES DE 

PNEUMATIQUES 

chemicals and 

chemical products 

Tire 

manufacturi

ng. 

42,078  920  

4 Sousse France STE IND DES 

TEXTILES 

(SOUSSE) 

textile and 

wearing apparel 

Cotton 

thread. 

23,063  316  

5 Monasti

r 

United 

Kingdom of 

Great 

Britai 

STE IND DES 

TEXTILES (KSAR 

HELLAL) 

textile and 

wearing apparel 

Woven cotton 

fabric 

manufacturi

ng. 

23,063  520  

6 Sfax Germany HENKEL ALKI 

(SFAX) 

chemicals and 

chemical products 

Perfumes and 

toiletry 

items. 

18,043  180  

7 Sfax Tunisia TECHNOFLEX chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

15,000  56  

8 Monasti

r 

France TUNISIE 

CATERING 

(MONASTIR) 

food 

products-fruits 

and vegetables 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables. 

12,000  153  

9 Sfax Tunisia COMPTOIR GL 

D'IMPRESSION ET 

DE TRAITEMENT 

DES EMBALLAGES 

LEGERS 

chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

11,400  188  
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10 Sousse Greece - 

Switzerlan

d 

STE ADHESIF 

ELASTIQUE 

chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

preparation

s. 

10,770  320  

11 Sfax Tunisia DAR ESSAYDALI chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

preparation

s. 

10,580  185  

12 Sousse Germany LEONI TUNISIE electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

9,325  7,000  

13 Sfax Tunisia GALPHARMA chemicals and 

chemical products 

Basic 

pharmaceuti

cal 

products. 

8,550  180  

14 Sousse Tunisia UNITE DE 

FABRICATION DE 

MEDICAMENTS 

chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

preparation

s. 

7,400  28  

15 Sousse Tunisia STE TISSAGE 

MEUBLATEX 

textile and 

wearing apparel 

Diverse 

household 

linens - 

Industrial 

manufacturi

ng of rugs 

and carpets 

- 

Manufacture 

of non-woven 

or knitted 

fabrics - 

Miscellaneo

us textile 

industries. 

4,850  180  
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16 Sfax France IGL INDUSTRIES electronic and 

electronic 

equipment 

Computers 

and other 

computerize

d equipment. 

4,705  75  

17 Monasti

r 

Tunisia STE TNNE DE 

PANSEMENTS 

textile and 

wearing apparel 

Miscellaneo

us textile 

industries. 

4,300  47  

18 Sousse Tunisia ALLIANCE PHARMA chemicals and 

chemical products 

Basic 

pharmaceuti

cal 

products. 

4,200  74  

19 Monasti

r 

Tunisia STE DE 

TRANSFORMATION 

D'EXPORTATION 

ET 

D'IMPORTATION 

TEXTILE SOTEXI 

textile and 

wearing apparel 

Diverse 

household 

linens. 

4,200  16  

20 Sfax Tunisia CONFECTION 

IDEALE DU SUD 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

4,100  350  

21 Monasti

r 

Tunisia STE DE TISSAGE 

D'AMEUBLEMENT 

textile and 

wearing apparel 

Diverse 

household 

linens. 

3,900  36  

22 Sfax Tunisia STE IND DE 

VERRES OPTIQUES 

electronic and 

electronic 

equipment 

Eye glasses. 3,885  173  

23 Sousse Italy YASSIN chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

3,723  180  

24 Sousse Tunisia COMPTOIR 

NATIONAL DU 

PLASTIQUE 

chemicals and 

chemical products 

Plates, 

sheets, 

tubes and 

profiles in 

plastic - 

Plastic 

packaging. 

3,250  130  
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25 Monasti

r 

Tunisia UNION INTER DE 

FILATURE 

textile and 

wearing apparel 

Spinning of 

silk and 

texturing of 

synthetic 

threads. 

3,200  110  

26 Sfax Tunisia TRICOTAGE EL 

HOUDA 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of pull 

overs and 

similar 

articles in 

knit fabric 

- 

Manufacture 

of under 

garments. 

2,775  212  

27 Sfax Tunisia STE DES 

INDUSTRIES 

METALLIQUES ET 

D'ECLAIRAGE 

GENERALE 

electronic and 

electronic 

equipment 

Lighting 

equipment. 

2,500  20  

28 Sousse Libyan 

arab 

jamahiriya 

ROTANA 

COSMETICS 

chemicals and 

chemical products 

Perfumes and 

toiletry 

items. 

2,480  65  

29 Sousse Switzerlan

d 

CABLES 

INDUSTRIELS 

TECHNIQUES 

electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

2,300  136  

30 Sousse Tunisia STE FAWANIS electronic and 

electronic 

equipment 

Lamps. 2,230  70  

31 Sousse France MICRO TECHNIC 

INTERNATIONAL 

TUNISIE 

chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

2,100  233  
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32 Sfax Tunisia TELETEC 

CATERING 

food 

products-fruits 

and vegetables 

Meat and 

poultry 

products - 

Transformin

g, 

conserving, 

refrigerati

on and 

freezing of 

fish and 

seafood - 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables. 

2,000  100  

33 Mahdia Tunisia STE MUTUELLE 

CENTRALE DES 

SERVICES 

AGRICOLE ET IND 

ZOUILA 

chemicals and 

chemical products 

Soaps, 

detergents 

and cleaning 

products. 

2,000  183  

34 Monasti

r 

Tunisia STE TNNE DE 

FABRICATION 

D'ARTICLES POUR 

BEBES (BENNANE) 

chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

1,900  50  

35 Sousse Tunisia BK FOOD food 

products-fruits 

and vegetables 

Transformin

g, 

conserving, 

refrigerati

on and 

freezing of 

fish and 

seafood - 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables. 

1,700  200  
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36 Mahdia Tunisia WIFRESH food 

products-fruits 

and vegetables 

Processing 

and 

conserving 

of fruits & 

vegetables. 

1,624  110  

37 Sfax Tunisia SIMEG PLUS electronic and 

electronic 

equipment 

Lighting 

equipment. 

1,593  50  

38 Sousse France TUNISIE 

PLASTIQUES 

SYSTEMES 

chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

1,500  470  

39 Sousse France INJECTION 

PLASTIQUES 

SYSTEMES 

chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

1,500  70  

40 Monasti

r 

Tunisia BEN HASSINE 

FRERES 

chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging - 

Other items 

made from 

plastic. 

1,300  160  

41 Sousse Tunisia PROMOVIANDE food 

products-fruits 

and vegetables 

Meat 

processing - 

Poultry and 

rabbit 

processing - 

Transformin

g, 

conserving, 

refrigerati

on and 

freezing of 

fish and 

seafood - 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables. 

1,260  28  

42 Mahdia Tunisia STE DE BRODERIE 

ELECTRONIQUE 

FATIMIDE 

textile and 

wearing apparel 

Miscellaneo

us textile 

industries. 

1,218  66  



 
   

 

147 

43 Sfax Tunisia STE OPTY-LAB electronic and 

electronic 

equipment 

Eye glasses. 1,200  23  

44 Mahdia Tunisia BACOVET 

INTERNATIONAL 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

1,200  722  

45 Sfax Tunisia SAVONNERIE DE 

CARTHAGE 

chemicals and 

chemical products 

Soaps, 

detergents 

and cleaning 

products. 

1,125  40  

46 Sfax Tunisia STE IND 

D'ARMEMENT DE 

PECHE 

textile and 

wearing apparel 

Cord, rope, 

twine and 

netting 

manufacture

. 

1,110  22  

47 Sfax Tunisia STE IND DES 

MATERIAUX DE 

PECHE ET 

AGRICULTURE 

textile and 

wearing apparel 

Cord, rope, 

twine and 

netting 

manufacture

. 

1,100  19  

48 Sfax France  GRANUPHOS SA  chemicals and 

chemical products 

Nitrogen and 

fertilizer 

products. 

1,026  72  

49 Sfax Tunisia STE M'HIRI 

FRERES 

textile and 

wearing apparel 

Miscellaneo

us textile 

industries - 

Manufacture 

of outerwear 

- 

Manufacture 

of under 

garments. 

1,010  10  

50 Sousse Tunisia METALLIC 

STRUCTURE 

MANUFACTURY 

electronic and 

electronic 

equipment 

Lighting 

equipment. 

1,000  58  
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51 Sousse Tunisia STE DE FRIPERIE 

ET 

D'EFFILOCHAGE 

textile and 

wearing apparel 

Miscellaneo

us textile 

industries. 

1,000  40  

52 Sousse Tunisia STE SAHELIENNE 

DE BLANCHIMENT 

ET TEINTURE 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of sewing 

threads - 

Textile 

finishing. 

1,000  15  

53 Monasti

r 

Tunisia STE IND DE 

SACHERIE 

chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

1,000  100  

54 Sfax Tunisia MANUF DE 

CONFECTION DU 

SUD 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments - 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

1,000  320  

55 Sfax Tunisia LA NLLE 

FILATURE 

PEIGNEE DE SFAX 

textile and 

wearing apparel 

Cotton 

thread. 

1,000  20  

56 Monasti

r 

Germany ELECTRO CONTACT 

TUNISIE 

electronic and 

electronic 

equipment 

 Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles 

930  660  

57 Monasti

r 

Tunisia AFRIQUIA 

MEDICAMENTS 

chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

preparation

s. 

900  37  

58 Monasti

r 

Tunisia TUNISIAN GLOBAL 

PLASTURGY 

chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

900  20  
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59 Sousse Tunisia STE CONFORT 

AUTOCAR 

textile and 

wearing apparel 

Bead spread 

and covers 

manufacture 

- Other 

articles 

manufacture

d from cloth 

- Industrial 

manufacturi

ng of rugs 

and carpets 

- 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

728  90  

60 Mahdia Tunisia STE AMO textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

700  148  

61 Sousse Tunisia STE TNNE DE 

FABRICATION 

D'OUATE ET 

DERIVES 

textile and 

wearing apparel 

Miscellaneo

us textile 

industries. 

685  37  

62 Monasti

r 

Tunisia INTELLIGENT 

SYSTEM 

ENGINEERING SA 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials - 

Electronic 

components. 

621  11  

63 Mahdia France STE INES 

CONFECTION (LA 

CHEBBA) 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

600  126  

64 Mahdia France ULLIEN 

CONFECTION 

TUNISIE 

(MAHDIA) 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

600  260  
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65 Sousse France,Alg

eria 

SOMECAL textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

575  250  

66 Monasti

r 

Tunisia AGRO FRESH food 

products-fruits 

and vegetables 

Processing 

and 

conserving 

of tomatoes. 

572  21  

67 Sousse Tunisia STE DE PRODUITS 

AGRO-ALIMENTAI

RES ET DE 

CONSERVES 

food 

products-fruits 

and vegetables 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables.  

564  65  

68 Sfax Tunisia GROUPE 

MEDITERRANEEN 

DE CONFECTION 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of outerwear 

- 

Manufacture 

of under 

garments - 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

550  320  

69 Sfax Tunisia SIDILEC INTER electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

550  150  

70 Monasti

r 

France MONAPLAST chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

500  60  

71 Mahdia France MAHDIA 

CORSETERIE 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

500  300  
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72 Sousse Luxembourg LA CONFECTION 

TNNE 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of work 

clothes and 

uniforms - 

Manufacture 

of 

outerwear. 

500  250  

73 Sfax Tunisia CONFECTION 

MODERNE EL AMRA 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

500  310  

74 Sfax Tunisia SOTECA EXPORT electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials - 

Processes 

controlling 

equipment 

for 

industry. 

500  10  

75 Sfax Tunisia TUNIMED chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

425  10  

76 Monasti

r 

France CHANTELLE 

TUNISIE 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

420  377  

77 Monasti

r 

France SOTUFAM (BENI 

HASSEN) 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

420  335  

78 Monasti

r 

France CIV TUNISIE electronic and 

electronic 

equipment 

Electronic 

components.  

386  43  

79 Sousse France SEALYNX 

AUTOMOTIVE 

TUNISIA 

chemicals and 

chemical products 

Articles in 

rubber. 

360  65  

80 Mahdia Tunisia KAS PLAST chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

330  18  
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81 Sousse Tunisia MEDICAL 

MANUFACTURING 

electronic and 

electronic 

equipment 

Medico-surg

ical and 

orthopedic 

equipment - 

Measuring 

and 

controlling 

instruments

. 

300  12  

82 Sousse France PLASTI - KA chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

300  54  

83 Gabes France TUNISIE 

SOUS-VETEMENTS 

MAILLE 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

250  160  

84 Mahdia Belgium STE SBM textile and 

wearing apparel 

Other 

articles 

manufacture

d from 

cloth. 

250  328  

85 Sfax Tunisia CIE MAGHREBINE 

D'EQUIPEMENT 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electrical 

home 

appliances - 

Manual home 

appliances. 

210  20  

86 Monasti

r 

Tunisia BEN FATTOUM 

ROMDHANE 

ELECTRIC 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials. 

204  24  

87 Sousse Germany MANUFACTURE 

ELECTRO-TECHNI

QUE DE SOUSSE 

electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

200  3,721  
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88 Mahdia Tunisia SODRICO textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of outerwear 

- 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

200  420  

89 Mahdia Tunisia STE IND DES 

ENGRAIS 

MODERNES 

chemicals and 

chemical products 

Nitrogen and 

fertilizer 

products. 

200  11  

90 Sousse Tunisia STE ANONYME DE 

CONSERVERIES 

TNNES 

food 

products-fruits 

and vegetables 

Transformin

g, 

conserving, 

refrigerati

on and 

freezing of 

fish and 

seafood - 

Conserving & 

preserving 

of other 

vegetables - 

Processing 

and 

conserving 

of fruits & 

vegetables. 

180  55  

91 Sousse Lebanon STE EL ANWAR food 

products-fruits 

and vegetables 

Potatoes. 175  18  

92 Mahdia Tunisia STAR PLAST chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

136  21  
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93 Sousse Luxembourg 

- Italy 

IS TECHNOLOGIE electronic and 

electronic 

equipment 

Electrical 

motors, 

generators 

and 

transformer

s - Lamps. 

132  143  

94 Monasti

r 

France CONFECTION IND 

TEBOULBA 

GUEMENE INTER 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of work 

clothes and 

uniforms. 

125  300  

95 Sfax France DONNA 

CONFECTION 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of under 

garments. 

114  200  

96 Sousse Tunisia LIMMATEX textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

110  200  

97 Monasti

r 

France STE NEW ACOBEN textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

100  220  

98 Mahdia France STE IND DE 

CONFECTION 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of work 

clothes and 

uniforms. 

100  130  

99 Sousse France LAFPROM TUNISIE textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of clothing 

and 

accessories

. 

100  300  

100 Monasti

r 

Tunisia TRESSELEC textile and 

wearing apparel 

Other fabric 

manufacture

. 

100  300  

101 Monasti

r 

France PROMENS TUNISIA chemicals and 

chemical products 

Other items 

made from 

plastic. 

100  97  
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102 Sousse Tunisia CABLAGE 

INTERNATIONAL 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials - 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

100  49  

103 Sousse Germany  PRODUCTION 

ELECTROTECHNIQ

UE TUNISIE 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials. 

100  110  

104 Sfax France STE TUNITEX textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

100  850  

105 Mahdia Tunisia TEXTILE SOUASSI 

COMPAGNY 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

100  90  

106 Mahdia Tunisia LE JOINT 

INDUSTRIEL 

chemicals and 

chemical products 

Articles in 

rubber. 

100  24  

107 Sfax Tunisia INJEC'S chemicals and 

chemical products 

Plastic 

packaging. 

60  10  

108 Gabes France STE CLAUDE ET 

ANNETTE EXPORT 

textile and 

wearing apparel 

Tailor made 

clothing 

manufacture  

- 

Manufacture 

of outerwear 

- 

Manufacture 

of under 

garments. 

50  200  

109 Sousse Tunisia STE SUN ENERGY electronic and 

electronic 

equipment 

Lamps. 50  10  
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110 Mahdia Germany SYSTEME 

AUTOMOBILE ET 

TECHNIQUE D'EL 

JEM 

electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

50  1,700  

111 Mahdia Tunisia MABROUK 

TRICOTAGE 

CONFECTION 

textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of 

outerwear. 

50  90  

112 Mahdia Tunisia STE ALEX textile and 

wearing apparel 

Manufacture 

of outerwear 

- 

Manufacture 

of under 

garments. 

45  146  

113 Sousse Tunisia BALANCE DU 

CENTRE MESTRI 

electronic and 

electronic 

equipment 

Measuring 

and 

controlling 

instruments

. 

40  23  

114 Monasti

r 

France WATTS 

INDUSTRIES (EX 

MONASTIR 

ELECTRONIQUE) 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electronic 

components. 

20  220  

115 Monasti

r 

France STE CYLALIDE 

TUNISIE 

electronic and 

electronic 

equipment 

 Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles. 

19  40  

116 Monasti

r 

France OMERIN DIVISION 

TNNE 

electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

material 

15  100  
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117 Sousse Tunisia STE MOHLA electronic and 

electronic 

equipment 

Electric 

distributio

n an command 

materials - 

Electrical 

parts for 

motors and 

vehicles. 

10  10  

118 Monasti

r 

France EMKA MED electronic and 

electronic 

equipment 

 Electric 

distributio

n an command 

materials - 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles - 

Electronic 

components. 

10  36  

119 Monasti

r 

France SOMALEC electronic and 

electronic 

equipment 

Wires, 

insulated 

cables and 

cable 

bundles - 

Electronic 

components.  

10  20  

120 Sfax Yemen STE 

INTERNATIONAL 

DE PRODUCTION 

chemicals and 

chemical products 

Perfumes and 

toiletry 

items. 

9  12  

121 Sousse (Not 

acquired) 

DORCAS chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

something 

    

122 Sousse (Not 

acquired) 

FRESENIUS-TUNI

SIE. 

chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

something 

    

123 Sfax (Not 

acquired) 

PHARMACARE chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

something 
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124 Sfax (Not 

acquired) 

SIMED chemicals and 

chemical products 

Pharmaceuti

cal 

something 

    

125 Sousse Japan YKK textile and 

wearing apparel 

Produce 

zipper  

    

126 Sousse Italy BENETTON textile and 

wearing apparel 

Dyeing 

cloths 

    

127 Sousse (Not 

acquired) 

(Not acquired) textile and 

wearing apparel 

Washing 

jeans 

    

128 Ben 

Arous 

Tunisia Mabrouka food 

products-fruits 

and vegetables 

Citrus, 

Fruit 

arboricultu

re, In-vitro 

seedlings,  

Olives 
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